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午後１時２分開議

○木葉淳副委員長 これより本日の会議を開きます。

報告をさせます。

〔屋木主査朗読〕

１．本日の会議録署名委員は、

和 田 敬 太 委員

岡 田 遼 委員

であります。

○木葉淳副委員長 それでは、議案第１号ないし第４号、第18号、第23号及び報告第１号を一括

議題といたします。

１．総務部所管審査

○木葉淳副委員長 これより総務部所管部分について審査を行います。

質疑並びに質問の通告がありますので、順次、発言を許します。

伊東尚悟さん。

○伊東尚悟委員 それでは、通告に従いまして質問させていただきます。

行政運営について質問いたします。

道は、先日、令和８年度から５年間を推進期間とする行財政運営の基本方針案について明らか

にされたところであり、この中で、道庁の行財政基盤の強化を図るため、今後の行政運営に当た

っては、業務の効率化や共通業務の集約化などの取組を推進し、生産性の向上につなげていくこ

ととしております。

こうした取組は、限られた人員の中で質の高い行政サービスを維持していく上でも重要な視点

であると考えるところであり、以下、来年度以降の行政運営について伺ってまいります。

業務プロセスの見直しに係る取組結果について伺います。

行政需要が高まる中、限られた人員で最大限の効果を上げるためには、デジタル技術とも連携

しながら既存の業務プロセスの見直しを行う、いわゆるＢＰＲの取組を推進することが重要であ

ります。
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道では、今年度から外部専門家の知見も活用して、21の業務を対象に業務プロセスの見直しに

取り組んでいるとのことですが、その取組結果について伺います。

○木葉淳副委員長 業務支援担当課長佐々木幹基さん。

○佐々木業務支援担当課長 ＢＰＲの取組状況についてでありますが、道では、今年度、全庁横

断的に実施する契約事務や手続が複雑な申請業務など21の業務を対象にプロセスの見直しを行

う、いわゆるＢＰＲの取組を進め、紙台帳のシステム化や様式の簡素化、集計作業の自動化など

に取り組んでいるところでございます。

また、職員の理解を促進するため、ＢＰＲに関する基礎的な知識を習得する研修を実施したほ

か、具体的な業務の見直し方法を盛り込んだマニュアルを作成いたしました。

現在、13業務の見直しが終了し、職員からは、作業時間が削減された、手続の見直しにより効

果的な住民対応が行われた、業務の際の心理的ストレスが軽減されたといった声が寄せられたと

ころでございます。

以上でございます。

○伊東尚悟委員 業務プロセスの見直しの今後の取組について伺います。

ＢＰＲの推進は、職員の負担軽減はもとより、行政サービスのさらなる向上にもつながるもの

と考えますが、道では今後どのように取り組んでいくのか、伺います。

○佐々木業務支援担当課長 今後の取組についてでありますが、来年度は、引き続き庁内横断的

な事務や手続が複雑な業務を対象にＢＰＲを行いますほか、今年度見直しを行った業務の横展開

を図り、台帳のシステム化などをさらに進めてまいります。

また、これまで実施した業務の見直し事例を分かりやすくまとめ、事例集として広く周知を行

いますほか、実際の事例を題材とした実践的な研修を行うこととしております。

行政課題が高度化、複雑化する中、今後とも質の高い行政サービスを提供していくためには、

道といたしましては、ＢＰＲの取組が重要と認識してございまして、引き続き、こうした取組を

積み重ねながら、さらなる業務の効率化や職員の負担軽減を進めてまいります。

以上でございます。

○伊東尚悟委員 道では、庁内における調査取りまとめや台帳入力などデータ関連業務について

も集約化を図るとともに、障がいのある職員の活躍の場にもつながるような取組を試行実施する

とのことであります。

本取組について、どのような目的でどう進めるのか、伺います。

○佐々木業務支援担当課長 データ関連業務の集約化についてでありますが、今年度、ＢＰＲの

取組を進める中で、各種調査の取りまとめや許認可状況を管理するための台帳作成など、多くの

業務でデータ入力作業が生じていることが確認されました。こうした作業は、多大な労力と時間

を要するとともに、他の業務との並行した作業が難しいといった声が寄せられましたことから、

今般、データ関連業務の集約を試行実施することとしたものでございます。

データ入力作業は、集約することで作業時間や場所の柔軟性がより高くなり、障がいのある職
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員の特性や能力を踏まえた配慮が可能でありますことから、組織的なサポートの下、障がいのあ

る職員の業務経験を積む場としても活用していくものでございます。本取組を進める中で効果や

課題を把握し、今後の本格導入に向けた検討を進めてまいります。

以上でございます。

○伊東尚悟委員 職員が能力を発揮するためには、職員が安心して業務に集中できる環境づくり

が重要です。

道では、次期方針において、若手職員をはじめ、全ての職員が安心して仕事に取り組み、円滑

に業務を進められる環境づくりを進めるとともに、組織や業務を超えて職員同士が協働し、相互

に支え合う仕組みを効果的に運用するなど、職員へのサポートを充実させるとのことであります

が、具体的にどのような取組を行うのか、伺います。

○佐々木業務支援担当課長 職員サポートについてでありますが、少子・高齢化の進行や生産年

齢人口の減少など職員を取り巻く状況が大きく変化をする中、その能力を最大限発揮していくた

めには、職員が安心して働くことができる環境を整えていくことが重要でございます。

このため、道といたしましては、若手職員等が気軽に相談できる体制づくりのほか、業務の共

有に向け、デジタル技術を活用したタスク管理の実施、さらには、所属の枠を超えて課題に対応

するプロジェクトチームの活用などの取組を進めることとしております。

道といたしましては、こうした取組を通じて、組織や業務を超えて職員同士が協働し、支え合

う風土を醸成し、職員一人一人が生き生きと働くことができる職場環境づくりに取り組んでまい

ります。

以上でございます。

○伊東尚悟委員 次に、契約事務の集約化に向けた取組について伺います。

道では、令和６年度に行った契約事務の一斉点検結果を踏まえ、今般、契約事務の集約化を図

るために、新たに契約マネジメントセンターを設置するものと伺っております。

このセンターでは、現在、各部においてそれぞれ行われている契約事務をセンターに集約し、

職員の負担軽減や効率的な事務執行を目指すものと聞いておりますが、このセンターの組織の形

態や役割について具体的に伺います。

○佐々木業務支援担当課長 契約事務の集約化についてでありますが、昨年度実施した契約事務

の一斉点検では、膨大な契約件数等により職員の負担が大きくなっていますほか、効率性の面で

さらなる改善の余地があることなどが確認されたことから、令和８年度に、委託契約や物品調達

等の事務を集約して行う契約マネジメントセンターを設置することとしたところでございます。

当センターは、庁内各部から配置される職員などで構成し、多くの労力や時間を要する入札や

契約締結事務の集約化、各部局がそれぞれで契約をしておりますレンタカーの全庁一括契約の導

入、さらには、物品調達手続のフローの見直しなどを進めることにより、職員の負担軽減や効率

的かつ適正な事務の執行につなげてまいります。

○伊東尚悟委員 令和８年度に契約マネジメントセンターにおいて集約化を図る契約の種類、範
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囲について伺います。

また、道庁内には、所属ごとに契約している類似の事務が多数存在しているものと考えられま

すが、道は、今後、こうした契約事務も含め、事務の集約化や効率化について、どのように取組

を展開していく考えなのか、伺います。

○木葉淳副委員長 イノベーション推進局長大西章文さん。

○大西イノベーション推進局長 集約の範囲等についてでございますが、センターが担う契約件

数は、令和８年４月時点におきまして、委託契約は約400件、物品調達契約は約6000件、レンタ

カー契約は約1000件となる見込みでございます。

センターにおきましては、こうした契約の適正な執行に取り組みながら、今後、集約化を図る

契約の対象などの拡大や、さらなる事務の効率化について検討を進めてまいります。

また、契約事務の集約化に加え、所属ごとに契約をしている電気や電話料金といった支払い事

務に関する集約についても検討を進めるなど、センターの役割や機能の充実を図り、担当職員の

育成にも努めながら、円滑に業務を進められる環境づくりに取り組んでまいります。

○伊東尚悟委員 道のＡＩ・ＤＸの推進について伺います。

多機能型情報システムについて伺います。

デジタル技術を活用する中で、特に、生成ＡＩは、職員の業務負担軽減や生産性の向上、さら

には行政サービスの向上をもたらす革新的なツールとして注目をされています。道では、新年度

予算において、生成ＡＩを含む様々な機能を実装した新たな情報システムを整備し、業務改善や

行政サービスの向上を図っていくとのことであります。以下、順次伺ってまいります。

まず、生成ＡＩについて伺います。

道では、生成ＡＩの活用に向けた試験的な利用や実証利用などを段階的に進めてきたとのこと

ですが、これまでの取組で確認された成果と課題を伺います。

○木葉淳副委員長 情報政策課長長田尚人さん。

○長田情報政策課長 生成ＡＩの取組についてでありますが、道では、令和６年から生成ＡＩの

利用を開始し、業務に関連した情報検索をはじめ、挨拶文や資料構成案のアイデア出し、簡易プ

ログラムの作成といった業務に活用されているほか、令和７年度から、財務会計や服務制度、税

務関連業務などを対象に、生成ＡＩによるＱ＆Ａシステムの運用を開始したところでありまし

て、利用した職員からは、新たな視点での提案が得られた、業務時間の削減につながった、根拠

を調べるのに便利など、業務に効果的であるといった声が寄せられております。

一方で、個人情報や道の業務と特定される情報の入力が禁止されている、対象業務が限定的、

業務で利用しているデータを活用したいといった意見もあり、さらに容易に利用できる環境整備

が課題と考えてございます。

○伊東尚悟委員 道では、これまで生成ＡＩの活用に取り組んできたとのことですが、現在の状

況では活用方法に一定の制約があるものと考えます。

そうした制約を踏まえて、新たなシステムでは生成ＡＩの活用方法がどのように変わっていく
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のか、伺います。

○木葉淳副委員長 情報基盤担当課長鈴木厚さん。

○鈴木情報基盤担当課長 生成ＡＩの活用についてでございますが、暮らしや産業分野などにお

ける生成ＡＩの活用に取り組む中、行政においても、その対応力を高めていくことが重要である

ことから、道では、来年度、生成ＡＩを実装した多機能型情報システムを整備することとしたと

ころでございます。

新たなシステムでは、庁内データの活用や動画作成が可能となり、業務に即した資料分析やプ

レゼン資料の作成、リアルタイムでの議事録作成や翻訳、さらには、より分かりやすい広報動画

の作成など、幅広い業務で活用することができ、業務の効率化はもとより、行政サービスの向上

につながるものと考えているところでございます。

○伊東尚悟委員 このシステムには、生成ＡＩのほか、ファイル共有やウェブ会議など、様々な

機能も搭載されると伺っております。

生成ＡＩ以外にどのような機能があり、どのように活用していくのか、伺います。

○鈴木情報基盤担当課長 システムの活用などについてでございますが、新たな多機能型情報シ

ステムには、メールやチャットといったコミュニケーションツールはもとより、クラウド利用に

より利便性が向上するファイル共有システム、職員の誰もが気軽にオンライン会議を実施できる

環境、さらには、職員自ら簡易アプリを作成できる機能などが整備されることとなります。

こうした機能の充実により、これまで以上に円滑な情報共有や業務の効率化が図られる環境が

整えられ、例えば、申請手続の簡素化や遠隔地におけるオンライン相談の実施など、行政サービ

スの向上にもつながる活用が見込まれるところでございます。

○伊東尚悟委員 多機能型情報システムの導入に当たっては、令和13年度までの利用に要する経

費として約32億円の予算が計上されておりますが、整備費の考え方について伺います。

○鈴木情報基盤担当課長 システムの整備費についてでございますが、このたびの多機能型情報

システムは、令和13年度までの利用に要する経費として約32億円を計上しており、１年当たりに

換算すると約５億円となるところでございます。

整備に当たっては、充当率90％、交付税措置率50％となる、今年度新たに創設された国のデジ

タル活用推進事業債を活用するほか、現在利用しているソフトウエアやシステムを見直すことに

より財政負担の軽減を図ってまいります。

○伊東尚悟委員 ＡＩ・ＤＸの効果を生かしていくためには、このたび導入する情報システムな

どの整備だけでなく、それらを十分に活用できる人材の育成が重要と考えております。

道では、これまでも人材育成に関する取組を行ってきたと承知しておりますが、今後どのよう

に取り組んでいく考えなのか、伺います。

○長田情報政策課長 デジタル人材についてでございますが、道では、これまで、デジタル人材

育成計画に基づき、スキルに応じたレベル１からレベル４までの区分を設定し、必要な能力を備

えた人材の育成に取り組むほか、全ての職場にデジタル推進リーダーを配置し、業務におけるデ
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ジタル技術の活用に取り組んできたところでございます。この間、生成ＡＩなどデジタル技術は

急速に進展しており、そうした技術を不断に習得し、実践的なスキルとして業務に活用していく

ことが求められております。

このため、道としては、現行計画を見直し、スキルレベルの内容を新たな技術に対応できるよ

うアップデートし、これまで以上に実用的な研修やセミナーを実施するほか、デジタルスキルを

有する人材が組織横断的に連携できる環境を整えるなど、デジタル人材の育成と活用に一体的に

取り組んでまいります。

○伊東尚悟委員 これまでＡＩ・ＤＸの取組について伺ってきましたが、多様化、高度化する行

政課題に対して、業務の効率化や行政サービスの質の向上のためには、急速に進展するデジタル

社会において、そうした変化をしっかりと捉えながら対応していくことが重要と考えます。

今後、道として行政のデジタル化にどのように取り組んでいく考えなのか、伺います。

○大西イノベーション推進局長 今後のデジタル化への取組についてでございますが、生成ＡＩ

をはじめとするデジタル技術が急速に進展する中、複雑化、高度化する行政課題に的確に対応し

ていくためには、デジタル環境の変化を踏まえながら、システムの整備やデジタル人材の育成な

どに取り組んでいくことが重要でございます。

このため、来年度においては、生成ＡＩを本格導入するなど、多機能型情報システムを整備

し、職員の業務改善の促進や、政策立案能力の強化による行政サービスのさらなる向上に取り組

むこととしております。

また、これらの取組の効果を最大限に発揮していくため、デジタル人材のさらなる育成や活用

を図ることとし、社会経済情勢が大きく変化をする中、デジタル技術を効果的に活用し、安定

的、効率的に行政サービスを提供できるよう、道庁全体のデジタル力の向上を図ってまいりま

す。

○伊東尚悟委員 働きやすい執務環境の整備等について伺います。

道では、過去の採用抑制等を背景とした職員の年齢構成のひずみによる影響が、持続可能な道

政運営の確保に向けた課題として顕在化しており、職員の人材確保や組織力維持のためには執務

環境を不断に見直していくことも必要と考えます。

まず、執務室の改善について伺います。

厳しい雇用情勢の中、優秀な職員の安定した確保とその定着のため、道の職場の中でも、若手

が多い振興局において、職員のモチベーションを高め生産性の向上につなげていくため、執務環

境を改善することは重要です。

さきの本会議における我が会派の同僚議員の質問に対し、知事からは、今後、こうした取組を

振興局に拡大するなど、執務環境の整備を進めてまいるといった内容の答弁がありました。

新年度予算においても、執務室の改善に必要な経費を計上していますが、今後どのような取組

を進めるのか、伺います。

○木葉淳副委員長 計画担当課長福山琢也さん。
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○福山計画担当課長 執務室の改善などについてでございますが、働き方改革など道庁を取り巻

く環境が大きく変化する中、質の高い道民サービスを効果的に提供していくためには、職員一人

一人が能力を発揮でき、快適に働くことができる環境を整備することが重要です。

このため、これまで本庁舎において、フロアレイアウトの統一やオープンフロア化の促進、開

放的なミーティングスペースの設置などを行ってまいりました。

今後は、こうした取組を、地域づくりの拠点であり多くの若手職員が働く振興局にも拡大し、

職員自らの創意工夫により、庁舎の状況に応じて執務室やエントランスを整備するなど、地域の

方々にも親しまれる魅力ある執務環境の実現に向けた取組を進めてまいります。

○伊東尚悟委員 次に、適切な室温管理について伺います。

今年度、冷房設備のない振興局庁舎にモデル的に冷房機器を設置したと承知していますが、出

先機関の中には、まだ冷房設備がない庁舎も多くあるとお伺いしており、こうした道行政の第一

線で働く職員の執務環境にも気を配る必要があると思います。

そこで、来年度においては冷房機器の整備にどう取り組むのか、伺います。

○木葉淳副委員長 保全担当課長佐々木永典さん。

○佐々木保全担当課長 室温管理に向けた取組についてでございますが、近年、本道におきまし

ても記録的猛暑に見舞われる中、職員の健康保持等の観点からも、適切な室温管理をはじめ、快

適な執務環境の保持は重要と認識してございます。

このため、今年度は、冷房設備のない振興局におきまして、クーリングシェルターやサテライ

トオフィスとして活用できるよう、会議室などに冷房機器の設置を行ったところでございます。

来年度からは、モデル設置の結果を踏まえまして、夏季の気温が高くなる地域に所在する振興

局を対象といたしまして、冷房機器を追加設置するほか、冷房設備がない出先機関を対象といた

しまして、３か年で計画的に冷房機器の整備を進めるなど、庁舎の立地条件や地域の実情も踏ま

え、職員が快適に働くことができる環境づくりに向けて取り組んでまいります。

○伊東尚悟委員 これまで道におけるデジタル化の取組や業務改善などといった行政運営につい

て伺ってまいりましたが、今般、社会経済情勢が大きく変化する状況にあって、北海道をさらに

前に進めていくためには、道政を支える職員の皆さんの力はますます重要となってきており、職

員一人一人が生き生きと働き、また働いてみたいと思われるような職場になるよう、業務の見直

しなど不断の取組を進めていくことが必要と考えます。

道は、このたびの行財政運営の基本方針案に基づく取組を通じ、職員が自らの能力を発揮しな

がら、道民サービスや政策の質の向上につなげていくことができるよう、今後どのように取り組

んでいく考えなのか、伺います。

○木葉淳副委員長 総務部イノベーション推進監天野紀幸さん。

○天野総務部イノベーション推進監 今後の行政運営についてでございますが、社会経済情勢が

大きく変化する中、高度化、複雑化する行政課題に着実に対応するためには、業務改善や働き方

改革を一層推進し、組織の活力や道民サービスの向上につなげていくことが重要と考えてござい
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ます。

このたびの行財政運営の基本方針案におきましては、業務効率化を進めるための生成ＡＩなど

のデジタル技術の活用推進、共通業務を集約化するための契約マネジメントセンターの設置のほ

か、多様で柔軟な働き方の実現に向けた執務環境の整備など、組織全体の生産性を高める具体的

な取組についてお示ししたところでございます。

道といたしましては、本方針に基づき、将来を見据え、必要な投資を進めていくといった視点

に立ち、職員一人一人が、最大限、能力を発揮できる環境を整えながら、道全体の組織力向上に

向けた取組を進めてまいります。

○伊東尚悟委員 多機能型情報システムの導入など、道行政のデジタル化は今後の道政運営の在

り方に関わる重要な取組であると考えます。このことについては、改めて知事の見解を直接伺い

たいと考えておりますので、委員長のお取り計らいをお願いいたします。

続けて、質疑をさせていただきます。

防災対策に関し、札幌圏の雪害対策について伺います。

１月24日から25日にかけて、札幌圏では記録的な大雪となり、高速道路の通行止めに加え、Ｊ

Ｒは雪の影響で運行再開が遅れ、新千歳空港には最大約7000人もの滞留者が発生するなど、道民

はもとより、北海道を訪れる旅行者や観光客も含め、大きな影響が生じました。この大雪に対

し、道は、雪害対策連絡部の構成機関と連携して対応を行うとともに、災害対策連絡本部を設置

し、札幌市などの除排雪支援を行ったところであります。その後、関係機関とともに当時の対応

について振り返りを行い、２月末に結果を取りまとめて公表したと聞いております。

そこで、今般の雪害について、道危機対策課が事務局を務める雪害対策連絡部における対応

と、今後の雪害対策の方向性について、順次伺います。

令和４年２月の札幌圏の雪害と今年１月下旬の雪害を比較すると、記録的な降雪量であったこ

とはもとより、気象台から警報級の大雪になるとの事前情報がなかったこと、札幌圏においてＪ

Ｒの列車運休が多数発生したこと、新千歳空港において多くの滞留者が発生したことなど、多く

の類似点がありました。

道や札幌市、ＪＲなど防災関係機関は、４年前の雪害の課題や教訓を検証報告書として取りま

とめ、雪害を想定した連携訓練も実施するなど、この間、雪害対策の改善に取り組んできまし

た。今回の雪害対策においても、こうした４年前の検証報告書に沿った対応に努めたとのことで

ありますが、さきに行った雪害対策連絡部の振り返りではどのような点が機能したと評価してい

るのか、伺います。

○木葉淳副委員長 危機対策局長清水章弘さん。

○清水危機対策局長 １月下旬の大雪への対応についてでございますが、道、気象台、札幌市、

ＪＲ北海道など26機関で構成いたします雪害対策連絡部では、先般の大雪への対応について、令

和４年の大雪の検証結果を踏まえ、振り返りを行ったところであります。

この中で４年前に整理した対策が機能した点といたしましては、道から札幌市へのリエゾン派
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遣や、雪害対策連絡部担当者会議の開催等により関係機関間の情報共有が行われていたこと、

道、札幌市、道開発局等の道路管理者による連絡調整会議において相互の連携協力体制を確認し

ていたため、札幌市の応援要請に対し、開発局や道からダンプトラック等の支援を円滑に実施で

きたこと、また、各市町村では、社会福祉協議会等と情報共有を行い、要配慮者世帯の状況確認

や福祉除雪等を実施したことなどが挙げられたところでございます。

○伊東尚悟委員 今回の雪害対応では、新たな取組として、札幌市による一時滞在施設の開設、

運営が行われ、地下歩行空間などを活用し、約350名の方々が一夜を過ごされたと聞いておりま

す。

一方、このたびの振り返りでは、この取組についても課題があったと整理されておりますが、

どのような点が課題となったのか、伺います。

○木葉淳副委員長 危機対策課長髙橋智哉さん。

○髙橋危機対策課長 一時滞在施設の開設、運営についてでございますが、１月25日の札幌圏の

大雪では、夜になってからも快速エアポートの運行再開に関する情報が判然としない状況が続

き、札幌駅においても多くの滞留者等の発生が懸念されたことから、道では、札幌市と情報交換

を続け、市の意向も踏まえながらＪＲと調整を行い、市に地下歩行空間などで一時滞在施設を開

設いただき、約350名の方々が一夜を明かしたところでございます。

大雪による交通障害に伴う滞留者対策といたしまして、札幌市が一時滞在施設を開設したのは

今回が初めてとなったことから、先般の振り返りでは、今後、同様の事態が発生した場合、より

円滑な対応が行えるよう、市や関係機関から、滞留者の安全な移動のための動線確保、施設内で

体調不良者が発生した場合の対応、それから、スマートフォン等の複数台同時充電器の配備など

が課題として挙げられたところでございます。

○伊東尚悟委員 今般の大雪の際の対応について、ＪＲ北海道は、国交省の指示の下、検証を行

い、今月10日にその結果を報告したと聞いております。

さきに道が雪害対策連絡部の関係機関とともに取りまとめた振り返りの結果と、今回のＪＲに

おける検証結果との間で、評価や課題認識に違いがあるのか、伺います。

○髙橋危機対策課長 ＪＲの検証についてでありますが、ＪＲ北海道が、先週10日、道運輸局に

対して提出した輸送障害の検証と改善に関する中間報告では、今般の大雪への対応の課題とし

て、線路のポイント不転換や停車していた列車のブレーキ凍結が多発し、運転再開が大幅に遅延

したこと、運転再開見込みに関する情報が二転三転したこと、それから、ホットラインによる北

海道エアポートへの情報提供が不十分だったことといった内容が盛り込まれたところでございま

す。

また、今後に向けて、ポイント不転換が多発した際における輸送障害抑制策や、利用客の行動

判断に資する情報提供の在り方、大規模輸送障害が発生した際における札幌駅の滞留者に対応す

るための一時滞在場所などについて検討していくことが示されておりまして、この中間報告で

は、雪害対策連絡部における振り返りの内容と整合しているものと認識してございます。
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なお、ＪＲの中間報告につきましては、10日の同日に連絡部会議を開催いたしまして、構成機

関で共有を図ったところでございます。

○伊東尚悟委員 さきに行った我が会派代表質問に対し、知事は、ＪＲの検証結果なども踏まえ

ながら、次の降雪期に向けて必要な対策を講ずる旨、答弁がありました。

今回の一連の検証結果を踏まえ、道として、どのように実効性ある対策を講じていく考えなの

か、伺います。

○木葉淳副委員長 総務部危機管理監髙山圭一さん。

○髙山総務部危機管理監 今後の雪害対策についてでありますが、１月下旬の札幌圏の大雪対応

に関し、雪害対策連絡部の各機関とともに行った振り返りにおいて、今後、ＮＥＸＣＯ東日本に

おいては、札幌高架区間など、大雪に備えた堆積スペースの確保、札幌市においては、緊急排雪

等の市民の皆様への効果的な情報発信をそれぞれ検討するとともに、道と札幌市が連携して、一

時滞在施設の開設、運営に係る対応手順を作成することとしています。

また、ＪＲにおいても、先週10日に道運輸局に中間報告として提出した検証において、今後に

向けて、ポイント不転換多発時の輸送障害抑制策や、利用客の行動判断に資する情報提供の在り

方などを検討することとしています。

雪害対策連絡部の事務局を担う道といたしましては、継続的に各機関の対応状況の点検、確認

を行うとともに、連絡部内で共有し、他機関からの意見もいただきながらその改善を図るなど、

次の降雪期に向け実効性ある対策が講じられるよう取り組んでまいります。

○伊東尚悟委員 次に、地震・津波対策について、津波避難施設の整備について伺います。

千島海溝・日本海溝の巨大地震に備え、市町が実施する津波避難タワー等の整備を促進するた

めの財政支援として、令和８年度当初予算に津波避難施設等整備特別対策事業費補助金１億6600

万円が計上されており、今年度の１億2730万円と比べ、約4000万円の増額となっております。

その増額の要因について伺うとともに、これまでの津波避難施設の整備実績についても併せて

伺います。

○木葉淳副委員長 海溝型地震対策室長三浦次郎さん。

○三浦海溝型地震対策室長 津波避難施設等の整備についてでありますが、道では、特別強化地

域に指定された市町が、緊急事業計画に基づき実施する津波避難施設等の整備に対し、建設年次

における一般財源負担分の３分の２及び翌年以降の交付税措置後の起債償還費の２分の１を支援

しております。

令和８年度予算の主な増額要因といたしましては、来年度予定事業の総事業費の増額と、本年

度事業に係る起債の償還開始に伴う増額によるものでございます。

また、津波避難施設等の整備状況につきましては、今年度末までに９市町において、津波避難

タワー７か所、避難路５か所、複合施設等９か所の合計21か所の整備を終える予定でございま

す。

○伊東尚悟委員 国庫補助のかさ上げや道の財政支援を受けるためには、特別強化地域に指定さ
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れた市町において緊急事業計画を策定する必要があるとされています。

そこで、これまで緊急事業計画を策定した市町の数と、今後の策定予定について伺います。

○三浦海溝型地震対策室長 緊急事業計画の策定状況についてでありますが、特別強化地域に指

定された太平洋沿岸の39市町のうち、これまで緊急事業計画を策定し、国から同意を得ているの

は16市町となっております。

現在、新たに、日高町、鹿部町、広尾町、浦幌町の４町が国に協議しているところであり、今

年度末には合計20市町となる見込みでございます。

道といたしましては、引き続き、北海道開発局とも連携し、道内４地域に設置している推進会

議を活用するなど、市町が抱える課題にきめ細かく対応しながら、緊急事業計画が円滑に策定さ

れるよう支援してまいります。

○伊東尚悟委員 道防災情報システムについて伺います。

カムチャツカ半島沖の地震では、一部自治体でＬアラートへの避難指示の伝達が遅れ、地元の

釧路市では、避難指示は津波警報から約80分後に伝達されました。避難指示に関するＬアラート

の伝達は、道防災情報システムに入力することで行われますが、現状では、津波警報時の避難指

示対象地域を事前に登録することができず、発災後、自治体担当者が対象地域を一つ一つ選択

し、必要に応じて対象人数等を修正することが求められます。

現実に、釧路市では、発災後、電話対応などに追われ、入力作業が遅れたとの説明があり、地

域住民にとって大きな不安を招く状態となっていました。

今定例会には、道防災情報システムの改修予算が計上されていますが、避難指示の情報伝達に

関し、これまでの課題をどのように改善することができるのか、伺います。

また、一刻も早いシステム改修が求められておりますが、スケジュールをお示しください。

○髙橋危機対策課長 道防災情報システムについてでございますが、道では、昨年７月のカムチ

ャツカ半島付近で発生した地震に伴う災害対応において、防災情報システムへの避難指示の入

力、伝達に遅れが生じたことを踏まえまして、市町村が津波警報等による避難指示を発令する

際、あらかじめ対象地区をシステムに登録することで、自動またはワンクリックで伝達できるよ

うにするシステム改修を年内に行う予定でございます。

道といたしましては、改修内容について分かりやすいマニュアル等を作成し、市町村職員へ周

知徹底を図りますほか、本庁、振興局、市町村によるシステム操作訓練などを通じまして習熟度

の向上に努めるなど、災害時に市町村が防災情報システムを通じて迅速に避難情報を伝達できる

よう取り組んでまいります。

○伊東尚悟委員 広域避難について伺います。

令和６年１月に発生した能登半島地震において、課題の一つとして表面化したのが２次避難で

あります。地震発災時に甚大な住居被害やライフラインの途絶により、多くの方が避難を余儀な

くされ、孤立集落の発生や１次避難所の環境悪化のほか、避難の長期化が懸念されたことから、

災害関連死を防ぐため、特に持病をお持ちの方や高齢者などの配慮が必要な方を県内外の宿泊施
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設に協力要請し、２次避難を行ったと承知しております。

道では、この能登半島地震を踏まえ、昨年３月に北海道地域防災計画を改正し、自治体同士の

広域避難の進め方などについて明記するとともに、同じく３月に改正した北海道版避難所マニュ

アルにはその基本となる手順を盛り込みましたが、道として、今後どのように進めていくつもり

か、伺います。

○清水危機対策局長 広域避難についてでございますが、道では、大規模災害時におきまして広

域避難が必要とされる場合には、道、市町村間の相互応援協定に基づき対応することとし、訓練

も実施しているところであります。

また、防災計画や避難所マニュアルにおきまして、必要に応じ、道が主体的に市町村間の調整

を行うことや、道と市町村、運送事業者等が、適切な役割分担の下、避難先や移送手段の確保及

び受入先となる施設のマッチングを行うことなど、具体的な対応手順を定めているところでござ

います。

道といたしましては、今後とも、災害時の広域避難の円滑な実施に向け、市町村はもとより、

災害時協定を締結しておりますホテル旅館生活衛生同業組合やバス協会などの関係者間の連携を

強化し、実践的な訓練を積み重ねるなどしながら、広域避難体制の充実強化に取り組んでまいり

ます。

○伊東尚悟委員 本年１月に国が公表した予測によると、根室沖で今後30年以内にマグニチュー

ド7.8から8.5程度の地震が発生する確率は90％とのことであり、いつ起きてもおかしくない状態

と言えます。

千島海溝・日本海溝沿いの地震・津波対策にさらにスピード感を持って対応しなければならな

いと考えますが、今後、道としてどのように取り組んでいくのか、伺います。

○髙山総務部危機管理監 地震・津波対策に関し、今後の取組についてでありますが、発生が切

迫しているとされております海溝型地震による被害を軽減するためには、津波避難施設の整備を

促進することや、道民の避難意識を高めることなど、ハード、ソフトの両面において総合的な対

策を着実に推進していくことが重要でございます。

このため、道では、特別強化地域に指定されました市町における津波避難施設整備を促進する

ため、道独自の財政支援を継続するとともに、昨年発生しましたカムチャツカ半島付近の地震の

振り返り等を踏まえ、災害対応の効率化、迅速化を図るための道防災情報システムの改修や、避

難所における熱中症対策、防災教育教材の充実などを推進してまいります。

道としては、こうした取組を重ねながら、引き続き、国や市町村、防災関係機関と緊密に連携

し、住民の皆様の命と暮らしを守るための防災・減災対策に取り組んでまいります。

○伊東尚悟委員 次に、消防防災ヘリコプターについて伺います。

消防防災ヘリコプターは、平成８年に北海道防災航空室が設置され、現在、２機保有による

365日常時24時間体制で運航しており、災害時等における救助活動はもとより、広域な道内での

緊急救急搬送などを担い、道民の安全、安心の確保に重要な役割を果たしています。
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道が保有する２機の機体については、令和元年度に導入した「はまなす１号」と、平成８年度

に導入した「はまなす２号」がありますが、「はまなす２号」については、導入から29年が経過

しており、全国の消防防災ヘリコプターの中では国内で最も古い機体となっており、本定例会で

新たなヘリコプター購入のために約42億円の債務負担行為を設定する予算案が提案されていると

ころです。

まず、道がヘリコプターを２機保有している理由について伺うとともに、この２機体制の下、

過去５か年の活動実績はどのようになっているのか、伺います。

○木葉淳副委員長 防災航空室長武藤聡さん。

○武藤防災航空室長 ヘリコプターの運用体制等についてでありますが、ヘリコプターは、航空

法に基づき、毎年、耐空検査が義務づけられており、検査機関の約４か月間は運休となることか

ら、道では、道内の各消防本部からの要請に対し、365日24時間対応できるよう２機を保有し、

検査時期を調整しながら、常時、どちらか１機を運航できる体制を構築しているところです。

また、令和２年度から令和６年度までの５か年において、道内の各消防本部からの要請に応じ

て出動した実績は累計で608件であります。その約50％に当たる310件が患者搬送等の救急活動、

約45％に当たる276件が山岳遭難救助等の救助活動となっているところです。

○伊東尚悟委員 消防防災ヘリコプターについては、一般的にどの程度の年数を目安として更新

が行われているのか、伺います。

○武藤防災航空室長 ヘリコプターの更新についてでありますが、機体の更新時期に法的根拠は

ないところでありますが、平成17年３月に公表されました消防庁の調査研究事業報告書によりま

すと、各自治体においては、ヘリコプターの現実的な更新時期の目安として、使用年数16年から

20年、飛行時間2400時間から6000時間を妥当とする意見が大勢を占めたとの調査結果が示されて

おり、実際に直近５か年で機体の更新を行った他県等のヘリコプター使用年数を見ますと、その

平均は20年程度となっているところです。

○伊東尚悟委員 現在、保有している２機の導入時の購入価格について伺います。

○武藤防災航空室長 ヘリコプターの購入価格についてでありますが、平成７年度に契約した

「はまなす２号」は約６億4000万円、平成29年度に契約した「はまなす１号」は約23億4000万円

となっているところです。

○伊東尚悟委員 当初予算案では、消防防災ヘリコプター更新に係る債務負担行為額が約42億円

となっておりますが、これまでと比較して高額となっている理由について伺うとともに、その財

源についてどのように計画しているのか、伺います。

○武藤防災航空室長 予算額等についてでありますが、全国の消防防災ヘリコプターにおいてヨ

ーロッパ製のヘリコプターが多く使用されている中、予算額については、近年の物価の高騰や人

件費の上昇のほか、ユーロ円相場が、平成29年度の「はまなす１号」購入時と比べ、約1.6倍の

円安となっていることも考慮し、市場調査を行い積算したものであります。

また、財源については、事業費に対して100％の起債が可能で、元利償還金の70％が交付税措
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置される緊急防災・減災事業債の活用を予定しているところです。

○伊東尚悟委員 今後、契約締結から機体の納期、運航開始までどのようなスケジュールを予定

しているのか、伺います。

○清水危機対策局長 今後の予定についてでございますが、ヘリコプターの製造には３年程度の

期間を見込む必要があるため、令和８年の早期に契約締結した場合、納期は令和11年中になるも

のと考えております。また、納期後は、４か月程度、救助等装備品の設置確認や、習熟訓練を行

った上で運航開始となる予定でございます。

なお、ヘリコプター購入契約の締結に当たりましては、予定価格が7000万円以上となることか

ら、地方自治法に基づき、議会の議決が必要となります。

○伊東尚悟委員 最後に、原子力防災について伺います。

泊発電所をめぐっては、国における原子力災害対策指針の改正を踏まえ、道においても地域防

災計画の見直しが行われるなど、防災体制の充実に向けた取組が進められているところでありま

す。また、避難や屋内退避、複合災害への対応など、住民の安全、安心の確保に向けた原子力防

災対策の実効性を高めていくことが重要であります。そこで、以下、順次伺います。

昨年10月に原子力災害対策指針が改正され、屋内退避中であっても、生活に最低限必要な一時

的な外出等が可能となり、それを踏まえ、本年２月、道の防災計画も修正されたものと認識して

おります。

また、同月に、その屋内退避の考え方及び運用が原子力規制庁から示されたところであります

が、こうした運用が示された背景と、その内容について伺います。

○木葉淳副委員長 原子力安全対策課長平野宏和さん。

○平野原子力安全対策課長 屋内退避についてでありますが、原子力規制委員会は、昨年10月に

原子力災害対策指針を改正し、屋内退避の開始後、３日目を目安に継続の可否を判断すること

や、住民の一時的な外出等を可能とすることに加え、放射性物質が放出されるおそれの高いと判

断した場合には、国が一時的な外出を控える旨の注意喚起を行うことなどについて追加するとと

もに、屋内退避について住民の方々に御理解いただくため、できるだけ分かりやすく説明した、

屋内退避の考え方及びその運用などを、先月、示したところです。

運用には、屋内退避が主にプルーム通過時の被曝の低減を目的とすることや、遮蔽効果のある

建物にとどまることで外部被曝等を低減する効果があることに加え、継続可否を判断するタイミ

ングの目安、一時的な外出の事例のほか、屋内退避の解除要件や、解除後のＯＩＬに基づく防護

措置に留意することなどが盛り込まれております。

以上です。

○伊東尚悟委員 原子力災害が発生した場合には、ＵＰＺ圏内では屋内退避が基本となることか

ら、その意味や具体的な行動について、住民があらかじめ理解しておくことが必要です。

このたびの指針の改正や考え方及び運用は、住民の行動に直接関わる内容であり、分かりやす

い周知と丁寧な普及啓発が必要と考えますが、道としてどのように取り組んでいくのか、伺いま
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す。

○平野原子力安全対策課長 屋内退避等に対する理解促進についてでありますが、地域防災計画

等に基づき防護措置を確実に行うためには、日頃から住民の皆様に防護対策に関する知識の普及

啓発を行い、理解を深めていただくことが大変重要であると認識しております。

道では、毎年、原子力災害時の基本的な対応を掲載した「原子力防災だより」を後志管内の全

市町村の全戸に配付するとともに、小・中・高生などを対象とした地域学習会を開催するなどの

取組を行ってきたところです。

道といたしましては、今般示された屋内退避の基本的な考え方の内容につきましても、啓発資

料に適切に反映することはもとより、今後とも、様々な媒体を活用しながら、防災知識の普及啓

発に継続的に取り組み、住民の皆様の理解促進に努めてまいります。

○伊東尚悟委員 地震などとの複合災害が発生し、交通寸断により孤立した場合には、ＵＰＺ圏

内においては、原則、屋内退避することになっており、その状態が長期化する可能性もありま

す。そうした中、放射線防護施設は、被曝リスクの低減を図る上で重要な役割を果たすものと考

えます。

道では、来年度から新たに５施設の整備を決定したとのことでありますが、具体の整備箇所及

び今後どのように取り組んでいくのか、伺います。

○平野原子力安全対策課長 放射線防護施設についてでありますが、道の原子力防災計画におい

ては、健康上の理由から、避難よりも屋内退避を優先することが必要な要配慮者の方々や、孤立

地域が発生した場合などには、放射線防護施設等を活用し、避難までの間、屋内退避を行うこと

としており、被曝のリスクを低減できる安全な施設を地域の実情に沿って確保することは大変重

要であると認識しております。

このため、道では、国の補助金を活用し、平成25年度から令和６年度末までに、地域の公共施

設などを含め、24施設で放射線防護対策事業を実施してきたところであり、また、来年度、岩内

町において、社会福祉施設と指定避難所の２施設、蘭越町では、災害拠点施設と指定避難所の２

施設、仁木町では、災害拠点施設の１施設の計５施設において、放射線防護対策事業を実施して

いくこととしております。

道といたしましては、今後とも、地域の実情やニーズの把握を丁寧に行うなど、関係自治体と

連携し、国に対して必要な予算の確保を求めながら放射線防護施設の整備を進めてまいります。

○伊東尚悟委員 知事は、再稼働の同意回答の際に、石原内閣府特命担当大臣に対し、国の原子

力総合防災訓練の実施を要望し、これに対し、大臣からは、来年度、泊地域で実施する旨の御発

言があったと承知しております。

国の訓練の内容については今後調整していくことになると思いますが、道にとっては、国の訓

練を活用し、原子力防災対策の充実を図るためのチャンスであると考えます。道としても主体的

に取り組むべきと考えますが、来年度の原子力防災訓練にどのように取り組んでいくのか、道の

所見を伺います。
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○木葉淳副委員長 原子力安全対策担当局長平田健男さん。

○平田原子力安全対策担当局長 原子力総合防災訓練についてでありますが、国の原子力総合防

災訓練は、原子力災害発生時の対応体制を検証することを目的として、原子力災害対策特別措置

法に基づき、国、地方公共団体、原子力事業者等が合同で実施するものであります。

道としては、泊地域の原子力防災体制のさらなる充実強化を図る上で、国の訓練の実施は大変

意義あるものと考えており、来年度の北海道原子力防災訓練を国との合同訓練と位置づけ、関係

町村や防災関係機関と連携して、地域特性を踏まえた、より実践的な内容となるよう国の実施計

画の具体化などに関わっていく考えであり、その際、複合災害への対応や、自衛隊など実動組織

による救出救助、外国人観光客をはじめとした要配慮者の避難など、泊発電所３号機の再稼働に

関し、住民の皆様や関係自治体からいただいた御意見なども十分踏まえ、国との調整に鋭意取り

組んでまいります。

○伊東尚悟委員 北電は、泊発電所３号機について、2027年の早い時期に再稼働を目指す考えを

示しているところであります。また、道が昨年開催した住民説明会においても、避難や屋内退

避、複合災害時の対応など、泊発電所の防災対策に関する多くの御意見が寄せられたとお聞きし

ています。

道は、稼働の有無にかかわらず、防災対策に取り組んでいるものと理解しておりますが、より

一層、防災対策に力を入れていく必要があると考えます。住民の安全、安心の確保に向け、今

後、原子力防災対策の充実強化にどのように取り組んでいくのか、考えを伺います。

○髙山総務部危機管理監 原子力防災対策に関し、今後の取組についてでありますが、地震や津

波などの自然災害と原子力災害が同時に発生する複合災害においても、防災計画等に基づく屋内

退避や避難などの防護措置を住民の皆様が確実に取れるよう、実効性を確保する取組は大変重要

であると認識しています。

このため、道では、毎年、複合災害を想定した原子力防災訓練を実施し、その検証結果や様々

な災害から得られた教訓を踏まえ、防災計画等を改正するとともに、民間事業者の方々への研修

などを実施し、原子力防災に関する理解促進に努めてきたほか、関係町村の意向を把握しながら

放射線防護施設の整備などにも取り組んできたところでございます。

道といたしましては、来年度に実施を予定しております国の原子力総合防災訓練を通じまし

て、関係町村や自衛隊などの実動組織、民間事業者それぞれの実践的な対応力のさらなる向上を

目指すとともに、住民の皆様への防災知識の普及啓発のほか、防護措置に必要な資機材の整備な

ど、より実効性のある原子力防災対策の充実強化に不断に取り組んでまいります。

○伊東尚悟委員 終わります。

○木葉淳副委員長 伊東委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了いた

しました。

岡田遼さん。

○岡田遼委員 それでは、順次質問いたします。
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初めに、財政運営についてです。

令和８年度当初予算編成における収支不足額は460億円でありましたが、道が示した道財政の

中期展望では、令和９年度以降、収支不足額が拡大傾向にあり、令和15年度には最大680億円に

達する見通しとなっています。

まず、この収支不足額の拡大要因について伺います。

○木葉淳副委員長 財政課長神長賢人さん。

○神長財政課長 収支不足額の拡大要因についてでございますが、このたびお示しをしました令

和８年度当初予算編成を踏まえた今後の収支見通しでは、昨年11月時点と比較をしまして、道債

に係る予算積算金利について、2.6％と想定していたものを3.0％に引き上げたことなどによる道

債償還費の増加に加えまして、診療報酬の改定や保育士の処遇改善の取組等により保健福祉関係

の義務的経費が増加することなどから、令和９年度以降の収支不足額が拡大する厳しい見通しと

なったものでございます。

○岡田遼委員 道は、次期行財政運営の基本方針案において、収支不足額の縮小を目標に掲げて

いますが、物価や金利の上昇など道財政を取り巻く環境は一層厳しさを増す中、将来、さらに収

支不足額が拡大した場合、そのしわ寄せが職員給与の削減といった形で対応されるような事態

は、職員の士気の低下を招くだけではなく、安定的な行政運営の観点からも避けなければなりま

せん。

道として、収支不足額の縮小に向けて、どのように取り組んでいくのか、所見を伺います。

○木葉淳副委員長 財政局長藤原啓裕さん。

○藤原財政局長 収支不足額の縮小についてでございますが、道財政は、今後も多額の収支不足

額が見込まれ、その縮小に向けた取組を進める必要がありますことから、先般お示しした次期行

財政運営の基本方針案におきまして、財政健全化に向けた目標として、収支不足額の縮小を掲げ

たところでございます。

道といたしましては、全国一律に実施が求められます施策の充実に伴い生じる地方財政需要に

つきましては、必要な財源の確保を国に求めていくことはもとより、既存事業の再構築やスクラ

ップ・アンド・ビルドなどを通じた歳出の削減、効率化など、次期方針に沿った取組を計画的か

つ着実に進めることにより収支不足額の縮小に取り組んでまいります。

○岡田遼委員 御答弁をいただきましたが、繰り返しですが、再び職員の給与を削減するような

ことはあってはなりません。収支不足額の縮小に向けた取組については、改めて知事に所見を伺

いたいと思いますので、委員長におかれましてはお取り計らいをよろしくお願いいたします。

次に、デジタル人材の育成についてです。

道では、国のデジタル社会の実現に向けた重点計画やデジタル田園都市国家構想基本方針など

を踏まえ、スマート道庁の推進に向けたデジタル化取組方針に基づき、道庁におけるデジタル人

材の育成確保を目的とした、北海道職員のデジタル人材育成に関する計画を作成し、取り組まれ

てきたことと承知をしております。
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そこで、本年が計画の最終年度となりますが、これまでのデジタル人材育成の成果と、現時点

で道が認識している課題について伺います。

○木葉淳副委員長 情報政策課長長田尚人さん。

○長田情報政策課長 デジタル人材についてでございますが、道では、デジタル人材育成計画に

基づき、デジタル技術を活用し、業務改善を推進できるレベル１から、高度な専門性を有するエ

キスパート人材であるレベル４まで、スキルレベルにより区分して人材の育成に取り組むほか、

全ての職場にデジタル推進リーダーを配置し、業務におけるデジタル技術の活用に取り組んでき

たところでございます。

これまで、研修やセミナーなどを実施し、デジタル人材の拡大を図ってきたほか、定型的な事

務処理等を自動化するＲＰＡや、申請書など紙書類をデータ化するＡＩ－ＯＣＲといったデジタ

ルツールを活用した業務の効率化、省力化の取組が広がってまいりました。

一方で、生成ＡＩなどデジタル技術は急速に進展しており、そうした技術に対応できる実践的

な知識や経験を有する人材の育成が必要となっていると考えております。

○岡田遼委員 ただいま取組の成果と課題について伺いましたが、急速に進展するデジタル技術

に置いていかれず対応する人材の育成は今後も必須となります。

あわせて、本年が計画の最終年度となりますが、今後のデジタル人材の育成と活用について、

どのように取り組んでいかれる考えなのか、道の所見を伺います。

○木葉淳副委員長 イノベーション推進局長大西章文さん。

○大西イノベーション推進局長 今後の取組についてでございますが、デジタル技術が急速に進

展をする中、複雑化、高度化する行政課題に的確に対応していくためには、デジタル環境の変化

を踏まえながら人材の育成に取り組んでいくことが重要と考えております。

このため、道としては、生成ＡＩをはじめとする新たな技術を不断に習得し、実践的なスキル

として業務に活用していくことができるよう、現行計画を見直してスキルレベルの内容をアップ

デートすることとし、より実用的な研修やセミナーの実施、デジタルスキルを有する人材が組織

横断的に連携できる環境づくりなどを通じまして、人材の育成と活用に一体的に取り組み、道全

体のデジタル力の向上を図ってまいります。

○岡田遼委員 現行計画を見直してアップデートするという御答弁をいただきましたが、さらな

る高度な専門性を有するエキスパートと呼ばれる人材の育成やその活用につきましては、改めて

知事に直接伺いたいと思いますので、委員長におかれましてはお取り計らいをよろしくお願いい

たします。

次に、防災対策についてです。

昨年、道内では、７月にカムチャツカ半島付近の地震、12月には青森県東方沖地震が発生を

し、それに伴い、広い範囲で津波警報、津波注意報が発令され、多くの住民の方々が避難を余儀

なくされ、各地域で混乱が生じていたものと承知をしております。

特にカムチャツカ半島付近の地震の際には、津波注意報から津波警報に切り替わり、自宅にい
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なかった方は、実際、どこに避難したらいいのか分からないといったような声もありました。幸

い、津波に巻き込まれる被害はありませんでしたが、今後想定される巨大地震による津波が発生

した際には、住民が正しい知識の下、迅速に避難できることがとても重要です。

道は、これまでも様々な防災に関する普及啓発に取り組んできたものと承知しておりますが、

より一層、住民の避難意識の向上を図っていくために、今後どのように取り組んでいくのか、伺

います。

○木葉淳副委員長 危機対策局長清水章弘さん。

○清水危機対策局長 津波からの避難についてでございますが、道では、住民の皆様が津波から

の避難を自分事として受け止めていただくため、津波避難訓練におきましてＧＰＳを携帯いただ

き、避難場所までの経路や移動速度を計測し、その結果を津波の遡上予測を反映したデジタル地

図上で確認できる動画や、太平洋沿岸の各市町の津波シミュレーション映像を作成し、提供いた

しますとともに、市町村職員や地域の防災リーダー等を対象に、住民の皆様に早期避難の重要性

を伝えていただく講師養成講座を開催したほか、子どもを対象としたリーフレットを作成、配付

するなど、避難意識の向上に努めてきたところであります。

道といたしましては、今後とも、国、市町村、防災関係機関と連携し、防災教育教材の充実を

図るとともに、実践的な訓練や防災教育を積み重ねるなどしながら、住民の皆様お一人お一人

が、ハザードマップ等により自宅や職場などの浸水リスクや避難場所、避難経路などを正しく理

解し、命を守るための主体的な避難行動を取ることができるよう取り組んでまいります。

○岡田遼委員 次に、家庭の災害備蓄についてお聞きをいたします。

カムチャツカ半島付近の地震の際には、避難する中で熱中症になられた方もいたと記憶してお

ります。いつ起こるか分からない災害から身を守るためには、家庭での備蓄など、日頃からの備

えの重要性についても啓発していくことが大切です。

道が今年度実施した、家庭での災害備蓄に関する道民意識調査では、約４割の方が備蓄をして

いないなどという結果でしたが、この調査結果に対する課題認識について伺うとともに、今後、

家庭における災害備蓄の促進に向けてどのように対応していくのか、伺います。

○木葉淳副委員長 災害支援担当課長工藤一祥さん。

○工藤災害支援担当課長 家庭での備蓄についてでありますが、道では、防災計画の中で、道民

は、最低３日間、推奨１週間分の食料、飲料水、携帯トイレ等の備蓄を行うよう定めており、家

庭における備蓄品などを確認できるチェックリストを作成し、普及啓発に努めてきたところでご

ざいます。

こうした中、今年度実施した道民意識調査におきまして、「備蓄している」と回答した割合は

55.5％となっており、国が令和４年度に実施した全国調査において、道内で「備蓄している」と

回答した割合の49.3％からは増加が見られたものの、備蓄していない方々のうち、「今後備蓄す

る予定がある」と回答した割合が約半数にとどまっており、引き続き、意識の向上に取り組んで

いく必要があると認識しております。
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道といたしましては、今後とも、市町村や防災関係機関と連携しまして、ホームページやＳＮ

Ｓ、各種媒体を活用した広報を行いますとともに、小中学校等で実施する一日防災学校をはじ

め、地域の防災訓練や防災教育の場を通じて普及啓発を図るなど、家庭での備えが進むよう一層

取り組んでまいります。

○岡田遼委員 この広い北海道、各地域によっても、同じ地域に住んでいても、沿岸部、標高の

高いところといった場所で様々な防災意識の差があります。しかしながら、どこで、いつ被災す

るか分からないのが災害であり、それが買物中、旅行中、あるいは就業後など、お酒を飲んでい

るときなども考えられます。

私も、釧路市の繁華街の末広地区という、海と川が目の前にある場所で飲食店に携わっており

ますけれども、いざというときに、お酒を飲んでいる方と、お店の方々が適切に命を守るための

主体的な行動を全ての人が取れるといった意識には、残念ながら、皆さんの話を聞く限り、醸成

できていないのが現状となっております。さらなる防災意識の向上に向けて、防災教育も併せて

一層の取組を進めていただきますよう指摘をしておきたいというふうに思います。

最後の項目の泊原発の再稼働に係る課題等についてです。

まず、浜岡原発の不正事案ですが、本件は、設備の不具合ではなく、品質保証など原発の安全

管理の信頼性に関わる課題であります。

知事は、原子力規制委員会が現時点で再調査の水平展開を行わないとすることや、北電が社内

確認を行ったことなどを理由に、泊原発には同様の問題がないかのような答弁でありました。

しかし、原発の安全管理に疑義が生じた場合には、設備の適合性に限らず、第三者的な検証を

行うべきだと考えます。なぜ北電の社内確認という報告で十分だと考えることができるのか。万

全な安全確保には、国に対し、限定的でも再点検、または専門家や有識者などを含めた第三者検

証を今後も求める考えはないのか、伺います。

さらに、北電の提出データに不正の兆候がなくとも、過小評価さえ存在しないと考えるのか、

併せて認識を伺います。

○木葉淳副委員長 環境安全担当課長稲富久昌さん。

○稲富環境安全担当課長 泊発電所についてでございますが、今般の中部電力の不正事案につい

ては、現在、原子力規制庁において検査が進められているところでありますが、原子力規制委員

会では、他の事業者については審査、検査の中で類似した不正の兆候は見いだせていないとし

て、現時点においては水平展開をする考えはないとしております。

また、北電は、中部電力の不正事案を受け、泊発電所３号機の基準地震動が適切に策定されて

いるかの確認を行い、１月末、齋藤社長から副知事に対し、規制委の審査ガイドに基づいた手法

で評価していること、その評価プロセスを規制庁に説明していること、地震動の代表波を意図的

に策定していないことを確認した旨の報告があったところです。

北電の報告を受け、副知事からは、適切に基準地震動を策定していることについて、道民の皆

様に丁寧に情報発信いただきたいことや、泊発電所３号機は、設計及び工事計画認可などの審査
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が継続していることから、資料の品質確保と審査への真摯な対応について改めて求めたところで

す。

泊発電所３号機については、規制委において、基準地震動を含め新規制基準に適合していると

判断され、設置変更許可がなされたところであり、その結果についても、規制責任を担う規制委

自らが責任を持って説明すべきと考えております。

以上でございます。

○岡田遼委員 規制委員会が責任を持って説明すべき旨の答弁でありました。

しかし、それが道としての責任転嫁ではないかと考えますが、もう一度伺います。

当事者の社内確認だけでは、第三者性が全くありません。そのため、今般の不正事案を受け、

規制委の見解紹介だけではなく、道として規制委の判断をどのように評価しているのか、伺いま

す。

さらに、新規制基準で泊原発の設置変更許可は重要ですが、設計、施設、技術的能力などの審

査であり、浜岡原発の不正事案の本質とは、品質保証、安全管理という運用段階での信頼性が大

きく揺らいだものであります。

また、規制委の追加検査では、劣化兆候まで確認対象であり、これらが判明している以上、北

電側の自己点検報告だけでは不十分であります。

泊原発の安全対策の適正性について、安全管理や審査体制も含め、独立した第三者検証を道が

主体的に行うことを国に求めるべきと考えますが、再度、道民の不安を払拭するために何が必要

であるかも含め、認識を伺います。

○木葉淳副委員長 原子力安全対策担当局長平田健男さん。

○平田原子力安全対策担当局長 泊発電所についてでありますが、今般の中部電力の不正事案に

ついて、規制委では、他の事業者については類似した不正の兆候は見いだせていないとして、現

時点においては水平展開をする考えはないとしております。

また、北電は、泊発電所３号機の基準地震動が適切に策定されているかの確認を行い、齋藤社

長から、規制委の審査ガイドに基づいた手法で評価していることなどを確認した旨の報告があ

り、副知事からは、適切に基準地震動を策定していることについて、道民の皆様に丁寧に情報発

信いただきたいことなどを改めて求めたところでございます。

泊発電所３号機については、規制委において新規制基準に適合していると判断され、設置変更

許可がなされたところであり、その結果につきましても、規制責任を担う規制委が責任を持って

説明すべきと考えてございます。

○岡田遼委員 それでは次に、避難の実効性についてですが、国の「泊地域の緊急時対応」で

は、複合災害時の避難経路確保や海・空路の活用などがありますが、暴風雪や道路寸断など本道

特有の条件の中、誰をどの手段で何時間以内に避難させるかという定量的な裏づけが示されてお

りません。

避難計画があるのと実際に避難ができるのとは別問題であると本当に認識しているのか、ま
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た、厳冬期、暴風雪など複合災害時における避難の実効性について、どのような具体の根拠で再

稼働同意の判断材料としたと考えるのか、認識を伺います。

○木葉淳副委員長 原子力安全対策課長平野宏和さん。

○平野原子力安全対策課長 原子力防災対策についてでありますが、国では、道とＵＰＺ内13町

村の防災計画や避難計画を一体化した「泊地域の緊急時対応」を取りまとめ、原子力災害対策指

針に照らして、具体的かつ合理的であることを確認し、内閣総理大臣が議長を務める原子力防災

会議において了承し、昨年７月には、避難経路の最適化など、強化した原子力防災対策等を踏ま

え、改定し公表したところであり、国は、万が一、事故が起きた場合には、関係法令に基づき、

責任を持って対処することとしております。

防災対策は、こうした計画等の策定をもって完了するものではなく、住民の皆様が計画に基づ

く避難等の防護措置を確実に行うことができるよう、様々な事態を想定した実践的な訓練を積み

重ね、その結果を検証しながら計画等を改善していくことが重要であると認識しております。

道といたしましては、来年度に実施を予定しております国の原子力総合防災訓練を通じて、関

係町村や自衛隊などの実動組織、民間事業者それぞれの対応力のさらなる向上を目指すととも

に、今後とも、住民の皆様への防災知識の普及啓発のほか、資機材の整備など、より実効性のあ

る原子力防災対策の充実強化に取り組んでまいります。

○岡田遼委員 再質問をさせていただきます。

関係法令に基づき、責任を持って対処との答弁でしたが、厳冬期の暴風雪、道路寸断、通信障

害、医療逼迫などの有事の際、実効性は本当にあるのか、疑義が残ります。ＰＡＺ・ＵＰＺ圏の

住民約６万9000人に加え、観光客や昼間の人口、要配慮者を含め、避難体制は極めて複雑であ

り、屋内退避が長期化した場合、暖房や医療・介護体制の維持についても明確な説明がありませ

ん。体制整備の一般論では、避難の実効性は確保できません。

知事は、泊原発の再稼働に同意をした以上、避難の実効性は確保できると言える定量的根拠を

示す責務があると考えますが、再度、認識を伺います。

○平田原子力安全対策担当局長 原子力防災対策についてでありますが、国では、「泊地域の緊

急時対応」を取りまとめ、原子力災害対策指針に照らして、具体的かつ合理的であることを確認

し、原子力防災会議において了承したところであり、国は、万が一、事故が起きた場合には、関

係法令に基づき、責任を持って対処することとしております。

防災対策は、こうした計画等の策定をもって完了するものではなく、住民の皆様が計画に基づ

く防護措置を確実に行うことができるよう実践的な訓練を積み重ね、その結果を検証しながら、

計画等を改善していくことが重要であると認識しております。

道といたしましては、来年度実施予定の国の原子力総合防災訓練を通じて、関係町村や実動組

織等の対応力のさらなる向上を目指すとともに、住民の皆様への防災知識の普及啓発、資機材の

整備など、より実効性のある原子力防災対策の充実強化に取り組んでまいります。

○岡田遼委員 最後に、知事の同意責任などについて伺います。
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安全審査は規制委員会、避難計画は原子力防災会議、保安責任は事業者とされる一方、再稼働

の同意は知事と立地町村のみ行いました。各主体に責任が分散する中、同意した知事の責任をど

のように果たすのか。国が、規制が、北電がという伝聞や制度説明ではなく、知事自身が、何を

確認して、何を根拠に道民の命や暮らし、健康に責任を負えると判断したのか。泊原発の再稼働

における同意に、施設の安全審査と避難の実効性という制度性格の異なる問題をどのように統合

し、原子力安全上、許容できると判断したと考えるのか、伺います。

また、知事の同意判断は国の説明を追認しただけなのか。道の最高責任者として最終的な同意

責任を引き受けると、知事の責任において重大な政治判断を行ったと考えるのかも含め、併せて

認識を伺います。

○木葉淳副委員長 総務部危機管理監髙山圭一さん。

○髙山総務部危機管理監 泊発電所３号機の再稼働の判断についてでありますが、道としては、

道民の皆様からいただいた声、関係自治体の御判断や御意見、そして、これまでの道議会での様

々な御議論を踏まえ、その中で、泊発電所３号機が福島第一原発事故の教訓を踏まえた新規制基

準に適合していると認められたこと、国が道とＵＰＺ内13町村の防災計画や避難計画を一体化し

た「泊地域の緊急時対応」を取りまとめ、原子力防災会議で了承していること、再稼働により、

道民生活や道内経済に大きな影響を与えている中、電気料金の引下げが見込まれるとともに、電

力需要の増加が想定される中で安定した電力供給が確実なものとなること、脱炭素電源の確保に

より今後の道内経済の成長や温室効果ガス削減につながること、経済団体からは改めて早期再稼

働の要望をいただいたこと、さらには、この時点で再稼働の方向性を示すことにより、企業が投

資判断を行う際の予見性を高め、道内での投資促進や雇用の拡大にもつながることなどから、泊

発電所３号機の再稼働に同意したものでございます。

○岡田遼委員 今ほど御答弁いただきましたが、知事の同意判断は丁寧な説明責任が伴います。

その考えを知事に直接伺いたいと思いますので、委員長のお取り計らいをお願いいたしまし

て、私の質問を終わります。

○木葉淳副委員長 岡田委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了いた

しました。

和田敬太さん。

○和田敬太委員 それでは、財政運営についてお伺いをしてまいります。

今定例会に提案されました道の令和８年度当初予算は、６年連続で３兆円を超える規模とな

り、大規模なコロナ対策予算を計上した令和３年度と令和４年度を除けば、過去10年間で最大規

模の予算となっております。一方で、今後も多額の収支不足額が見込まれるとともに、実質公債

費比率も高い水準で推移する見通しにあり、本定例会における我が会派の代表質問に対し、知事

からは、次期行財政運営の基本方針案に基づき、財政健全化の取組を計画的かつ着実に進める旨

の答弁がございました。そこで、以下、道の財政運営について伺ってまいります。

まずは、道税収入についてであります。
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令和８年度の道税収入は、過去最高であった令和７年度の当初予算額を208億円上回る7149億

円を計上しております。この金額は、昨年末の税制改正による自動車税の環境性能割や軽油引取

税の暫定税率の廃止による減収の影響を含んでいるとされておりますが、これらの影響について

は、全額、国費で補塡される仕組みとなっており、その影響見合い分として地方特例交付金が計

上されております。

そこで、お伺いいたしますが、税制改正による減収の影響を織り込んだ上でも、令和８年度の

道税収入は当初予算額として過去最高額を更新しております。道は、この要因についてどのよう

に認識しているのか、お伺いいたします。

○木葉淳副委員長 税務課長内見和幸さん。

○内見税務課長 道税収入についてでございますが、令和８年度の当初予算額は、道内外の景気

の動向や税制改正の内容、さらには、地方財政計画の伸び率などを踏まえ、前年度の当初予算額

を約208億円上回る約7149億円を計上したところでございます。

主な税目について、前年度の当初予算額と比較して申し上げますと、軽油引取税は、暫定税率

廃止などにより約255億円の減、自動車税は、環境性能割の廃止などにより約90億円の減となる

一方、法人２税は、経済活動が緩やかな回復を続けていることに伴う法人所得の増加により約

130億円の増、個人道民税は、給与所得の増加などにより約96億円の増と見込んでいるところで

ございます。

また、地方消費税は、賃上げや物価上昇の影響による個人消費など、国内取引額の増加により

約273億円の増と見込んでいるほか、導入初年度となる宿泊税を約32億円と見込んでいるところ

でございます。

○和田敬太委員 ありがとうございます。

主な税目につきまして、その増減を御説明いただきましたが、次に、道債の発行金利について

お伺いをいたします。

令和７年度予算では、10年債の発行金利は2.0％としておりましたが、昨年11月に今後の行財

政運営の方向性を公表した時点では2.6％、さらに、今回の令和８年度予算では3.0％にまで引き

上げられております。

近年、日本銀行の政策金利の引上げなどにより、市場金利が上昇傾向にあることを踏まえたも

のと受け止めておりますが、このたびの令和８年度予算金利の設定に関する道の考え方をお伺い

するとともに、予算金利を引き上げたことで、昨年11月の方向性時点と比較をして、今後の道債

償還額はどの程度増加する見込みなのか、併せてお伺いいたします。

○木葉淳副委員長 資金担当課長中村陽一さん。

○中村資金担当課長 予算積算金利などについてでございますが、予算積算金利につきまして

は、経済情勢の変化等により金利が急激に上昇した場合などにおきましても利払いに支障が生じ

ないよう、その変動リスクを十分に考慮の上、設定しているところでございまして、令和８年度

は、直近の金利が上昇傾向にあることや、国の予算積算金利の動向なども踏まえまして3.0％と
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したところでございます。

この結果、昨年11月にお示しいたしました今後の行財政運営の方向性における想定金利2.6％

から0.4ポイント引き上げたことによりまして、８年度における道債償還費は20億円程度増加す

る見込みであるほか、９年度以降につきましても、毎年度、10億円から20億円程度、償還費が累

積して増加していくものと見込まれるところでございます。

○和田敬太委員 次に、一般財源総額についてお伺いをいたします。

令和８年度当初予算では、昨年の人事委員会勧告を踏まえた人件費や、高齢化の進行などに伴

う保健福祉関係の義務的経費が大きく増加しており、これらの動向については、今後の財政運営

に大きな影響を与えるものと考えられます。

こうした中、国では、食料品の消費税率ゼロの実現に向けた財源確保などの検討を加速するこ

ととしております。社会の趨勢を踏まえ、必要となる経費の増加に対応しながら財政運営や財政

健全化を進めるためには、行政改革など地方自治体における努力も必要なことではありますが、

まずは、将来にわたり地方の一般財源総額が安定的に確保されることが極めて重要であります。

現在、国においては、東京都への税源の一極集中をはじめとした地方公共団体間の財政力格差

の是正を図るべく、偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築に向けた検討が進められて

いると承知をしております。

道は、このような状況を踏まえ、一般財源総額の確保に向けて、今後どのように取り組んでい

くのか、お伺いをいたします。

○木葉淳副委員長 財政局長藤原啓裕さん。

○藤原財政局長 一般財源総額の確保についてでございますが、いわゆる骨太方針2024におきま

しては、地方の一般財源総額について、令和９年度までの間、６年度の地方財政計画の水準を下

回らないよう、実質的に同水準を確保するとされているところでございますが、国においては、

現在、飲食料品の消費税率をゼロとすることや地方税源の偏在是正など、地方税収に大きな影響

が生じる措置につきまして検討が進められているところでございます。

こうした政策転換や制度運用の変更に当たりましては、地方の意見を十分に踏まえ、国の責任

において代替となる恒久財源を確保するなど、自治体の財政運営も考慮した検討をしていただく

ことが極めて重要であります。

このため、道といたしましては、今後も、厳しい財政状況にあっても、社会経済情勢の変化に

も的確に対応しながら、行政サービスを安定的に提供していくことができるよう、税源の偏在が

小さく、安定的な地方税体系の構築や、地方交付税も含めた一般財源総額の確保につきまして、

全国知事会等とも連携を図りながら、国に対し強く働きかけてまいります。

○和田敬太委員 ありがとうございました。

次に、実質公債費比率についてお伺いをいたします。

道は、今回、令和８年度当初予算編成などを踏まえ、令和22年度までの比率の推移を示されま

した。
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昨年の方向性時点と比較をして、道債の発行金利を3.0％に引き上げたものの、実質公債費比

率は最大で0.6ポイント改善する見通しとなっております。

そこでまず、比率の改善要因についてお伺いをいたします。

○中村資金担当課長 比率が改善する要因についてでございますが、今回お示しいたしました実

質公債費比率の推移におきましては、昨年11月に試算した、比率の推移と比較しまして、令和８

年度以降、道債発行金利の引上げなどによる比率の上昇要因がある一方で、地方税や地方交付税

の増加による標準財政規模の拡大のほか、普通交付税の減額精算などに備え、約263億円を減債

基金に積み立てることに伴い、比率算定上の分子に用いられる積立不足額が減少することなどに

よりまして比率が改善する見込みとなってございます。

○和田敬太委員 次に、比率の改善の取組についてでありますが、比率は、前回の見通しからは

改善をし、令和18年度をピークに緩やかに低下していく見込みとなっているものの、今後も高い

水準のまま推移する厳しい見通しにあることに変わりはなく、地方債の許可基準である18％を下

回ることを目指して、引き続き、比率の改善に取り組む必要があるものと考えます。

道は、比率改善に向けて、今後どのように取り組んでいくのか、お伺いいたします。

○木葉淳副委員長 財政課長神長賢人さん。

○神長財政課長 実質公債費比率の改善についてでございますが、実質公債費比率は、過去に収

支対策として行いました減債基金の積立留保の影響に加えまして、平成10年度以降の国の大規模

な景気対策に呼応して発行した道債が、順次、償還時期を迎える中、近年の金利動向も相まって

償還費が増大することなどから、今後も高い水準で推移する厳しい見通しにございます。

こうした状況の中、次期行財政運営の基本方針案に基づき、令和８年度当初予算におきまして

は、減債基金への計画的な積み戻し額をこれまでの30億円から50億円に増額いたしますととも

に、道債償還費の負担軽減に資する減債基金の債券運用益のさらなる確保に取り組むこととした

ところでございます。

道といたしましては、これらの取組に加えまして、年間を通じた経費節減の徹底等による財源

を活用した減債基金へのさらなる積み戻しのほか、歳入確保や新規道債発行の可能な限りの抑制

など、比率の改善に向けた取組を着実に進めてまいります。

○和田敬太委員 ここまで、令和８年度当初予算の考え方や実質公債費比率などについてお伺い

をしてまいりました。予算金利の引上げの影響などにより、道債償還費は増加をし、実質公債費

比率は今後も高い水準で推移するなど、厳しい状況が示されております。

危機的な財政状況に陥り、本道の将来に向けた産業振興施策や道民生活に不可欠な施策が実施

できなくなるようなことがあってはなりません。着実に財政健全化を進めていく必要があるもの

と考えますが、道は、今後どのように財政運営を行っていくのか、お伺いいたします。

○木葉淳副委員長 総務部長兼北方領土対策本部長坂本隆哉さん。

○坂本総務部長兼北方領土対策本部長 今後の財政運営についてでございますが、道財政は、今

後も多額の収支不足額が見込まれるほか、実質公債費比率も高い水準で推移するなど、依然とし
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て厳しい状況が続く見通しでございます。

こうした中においても、本道が有するポテンシャルを最大限に生かした政策を推進しながら未

来への投資を進めるとともに、一人一人が豊かで安心して暮らし続けられる地域づくりを実現し

ていくためには、持続可能な財政構造を確立することが極めて重要と認識しております。

このため、先般お示しをいたしました次期行財政運営の基本方針案に基づき、収支不足額の縮

小や財政調整基金残高の確保、実質公債費比率の改善に取り組むとともに、限りある行財政資源

を優先度の高い施策に効果的かつ効率的に配分するなど、本道の持続的発展と財政健全化の両立

に向けて取り組んでまいります。

○和田敬太委員 次に、知事公館・近代美術館エリアについてお伺いをいたします。

知事公館は、これまで、北海道を訪れる賓客をお迎えする施設として、また、道の会議や行事

などを行う行政庁舎として長年活用されてきました。周辺環境と併せた優れた景観や歴史的価値

を有する建物として、多くの道民の皆様に親しまれてきた施設でありますが、近年、老朽化が進

んできている状況にあります。

道では、昨年３月に、知事公館・近代美術館エリア活用構想を策定し、エリア全体について一

体的な活用を進めていく方向性を示しました。

そこで、知事公館及びエリアの活用に向けたこれまでの取組と今後の進め方について、以下、

お伺いをしてまいります。

知事公館については、活用構想における取組の方向性として、登録有形文化財として適切に保

存するための大規模改修を実施すると位置づけられております。その具体化に向けて、今年度、

どのような検討を進めてきたのか、お伺いいたします。

○木葉淳副委員長 財産活用課長奈良華織さん。

○奈良財産活用課長 知事公館の改修に向けた検討状況についてでございますが、知事公館は、

昭和11年に建設されてから90年を迎える建造物であり、昭和初期に建てられた洋館として、その

特徴的な外観デザインなどが評価され、平成11年には国の有形文化財に登録されております。

前回の屋根、外壁などの改修から30年以上が経過しておりますことから、道では、文化財保護

法に基づき、保存活用計画を策定し、必要な改修を行うこととしております。

このため、今年度、計画の策定に先立ちまして、建物の老朽化や耐震強度などを確認する現況

調査を実施しておりますほか、歴史的建造物や都市公園などの専門家の方々に建物やエリアの価

値などについて御意見をいただいたところでございます。

○和田敬太委員 ただいま御答弁いただきましたが、現況調査や有識者からの意見聴取を行った

とのことであります。

今年度実施した現況調査において、現時点でどのようなことが明らかになったのか、また、有

識者からはどのような意見があったのか、お伺いいたします。

○奈良財産活用課長 現況調査などについてでございますが、今回の調査におきまして、構造材

である木材やコンクリートなどにつきましては、著しい劣化は見られなかったところでございま
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して、今後、詳細な耐震診断結果を取りまとめる予定でございます。

有識者の方々からの御意見といたしましては、知事公館に関し、昭和の初期に本道の建築材料

を用い、本格的な洋風デザインが取り入れられた優れた意匠の建物であること、本道の発展とと

もに歩んできた歴史的価値を評価する必要があること、さらには、都心部でありながら、竪穴住

居跡や豊平川からの伏流水の跡が残され、自然林に近い生態系が維持されている貴重な環境であ

ることなど、このエリアを大切に保全することが重要であるといった御意見があったところでご

ざいます。

○和田敬太委員 活用構想では、知事公館の将来像として、国内外から多くの方々が訪れ、親し

まれる施設とする姿が描かれております。また、その取組の方向性として、土日、祝日の一般の

方々への公開など、開館日の拡大に取り組むことが示されております。

今年度、一般公開の拡大に向けて、どのような取組を行ったのかお伺いするとともに、その実

績についても併せてお伺いいたします。

○奈良財産活用課長 知事公館の公開についてでございますが、道では、知事公館や庭園の魅力

を知っていただくため、今年度、夏休み期間の土日、祝日にも公館を開館し、ホームページやＳ

ＮＳに加え、周辺の小学校や幼稚園などにチラシを配布し、周知に努めてきたところでございま

す。

夏休み期間における土日、祝日の来館者数は、11日間で804名となっており、期間中に建物を

見学した方からは、手すりや窓枠が特徴的で歴史が感じられる建物だった、修繕をしながらこの

ままの姿を維持してほしい、夏休み期間に土日も開館していたので、見学できてよかったといっ

た声が寄せられております。

○和田敬太委員 一定の成果があったとのことであります。

これまで伺ってまいりました現況調査の結果や、公開事業を通じて寄せられた意見などを踏ま

え、今後、知事公館の保存活用に向けた計画を策定していくとのことであります。

この計画にはどのような内容を盛り込み、どのように策定を進めていくのか、お伺いをいたし

ます。

○奈良財産活用課長 保存活用計画についてでございますが、この計画には、文化財としての価

値を守るための保存管理の方針、適切な公開と活用を進めるための基本的な方針、周辺の景観や

環境を保全するための考え方などについて盛り込むこととしております。

また、計画策定に当たりましては、有識者の方々で構成する検討会におきまして、専門的な観

点から御議論をいただくとともに、次の世代を担う子どもたちをはじめ、幅広い道民の皆様から

の御意見を伺いながら検討を進めることとしております。

○和田敬太委員 最後に、今後の取組についてですが、本エリアでは、知事公館に加え、近代美

術館についてもリニューアル整備が予定をされております。エリア全体の魅力を高めていくため

には、それぞれの施設の整備計画や活用方針の整合性を図りながら、一体的な活用を進めていく

ことが重要であると考えます。
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道として、知事公館と近代美術館を含む本エリア全体の一体的な活用に向けて、今後どのよう

に取り組んでいくのか、お伺いいたします。

○木葉淳副委員長 財産担当局長林下千栄さん。

○林下財産担当局長 今後の取組についてでございますが、道では、昨年３月に策定した活用構

想におきまして、本エリアを大切に守り、未来へ引き継いでいくため、これまで積み重ねてきた

歴史、芸術文化、環境といった、それぞれの価値を高めながら、多くの方々が訪れ、様々なつな

がりや交流が生まれる空間を目指すこととしております。

こうしたエリア全体の目指す姿を踏まえ、知事公館のほか、近代美術館や三岸好太郎美術館が

連携を図りながらエリアの一体的な利用が促進されるよう、施設の機能に加え、交流を促す散策

路や緑地の活用方策などについても検討を進めることとしております。

道といたしましては、今後、こうしたエリア全体の考え方をはじめ、各施設の役割分担や、そ

の周辺環境を含めた特徴などについて、道民の皆様に分かりやすくお示ししながら、本エリアが

より多くの方に訪れていただき、親しみを持っていただける場所となるよう、知事部局と道教委

が一層連携し、具体的な内容の検討を進めてまいります。

○和田敬太委員 ありがとうございました。

それでは、最後に、軽油引取税についてお伺いをいたします。

現在、国会では、軽油引取税の当分の間税率、いわゆる暫定税率の廃止を含む地方税法の改正

案が審議されており、この法案が可決された場合、令和８年４月１日から軽油引取税の税率は、

現在の１リットル当たり32.1円から、１リットル当たり15円へと引き下げられることとなりま

す。

軽油引取税は、元売業者や特約業者が特別徴収義務者となり、軽油を販売する際に代金と併せ

て税を徴収し、申告納入する仕組みとなっております。こうした特別徴収事務を担う事業者に対

しては、道から特別徴収義務者交付金が交付されていると承知をしておりますが、以下、この交

付金について、３点お伺いをしてまいります。

まず、特別徴収義務者に交付されている特別徴収義務者交付金について、その趣旨及び交付額

の算定方法、併せて直近の交付実績についてお伺いいたします。

○木葉淳副委員長 税務対策担当課長水谷正宏さん。

○水谷税務対策担当課長 特別徴収義務者交付金の趣旨等についてでございますが、軽油引取税

に係る特別徴収義務者交付金につきましては、特別徴収事務の特殊性を踏まえ、賦課徴収の円滑

な運営と納期内納入の促進を図るため、通常必要とされる事務経費を超える経費の一部を補助す

る趣旨で交付しているところでございます。

また、交付金額は、前年度に特別徴収義務者が申告した特別徴収に係る軽油引取税のうち、法

定納期限までに納入された合計額等に2.5％を乗じて算定しているところでございます。

なお、直近の交付実績につきましては、令和６年度は約14億円であり、令和７年度は約13億円

となっているところでございます。
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○和田敬太委員 令和８年度の道の歳入予算では、軽油引取税については、暫定税率廃止の影響

もあり、前年当初予算対比で約255億円の減収が見込まれております。

納入された軽油引取税額の合計額などの2.5％が特別徴収義務者に交付される仕組みが変わら

ないとした場合、税収の減少に伴い、令和９年度以降の交付金額も減少することが見込まれま

す。この場合、特別徴収義務者に対してどの程度の影響が生じると見込んでいるのか、道の所見

をお伺いいたします。

○水谷税務対策担当課長 特別徴収義務者への影響についてでございますが、令和８年度当初予

算における特別徴収義務者交付金は約14億円を計上しているところであり、令和９年度に交付す

る交付金額を、令和８年度当初予算における軽油引取税の税収見込額約281億円に2.5％を乗じて

機械的に試算した場合、令和９年度の交付金額は約７億円となり、令和８年度の交付見込額と比

較いたしますと、７億円程度の減少となるものと見込まれるところでございます。

○和田敬太委員 最後に、特別徴収義務者は、軽油引取税の徴収、申告及び納入などの事務を担

っておりますが、暫定税率の廃止により税率が引き下げられたとしても、特別徴収事務の内容や

負担そのものが大きく変わるものではないと考えられます。

こうした点を踏まえると、交付金については、暫定税率廃止前と同水準を維持するなど、特別

徴収義務者の負担にも配慮した対応が必要ではないかと考えますが、道としてどのように考えて

いるのか、お伺いいたします。

○坂本総務部長兼北方領土対策本部長 暫定税率廃止後の交付金制度についてでございますが、

軽油引取税に係る暫定税率が廃止された場合であっても、特別徴収の手続自体に変更が生じず、

特別徴収義務者の事務負担に変更はないものと認識しております。

また、令和８年度地方財政対策においては、軽油引取税の特別徴収義務者交付金に係る経費に

ついては、現行と同等の地方財政措置を講ずることとされておりまして、各都道府県に対して

は、暫定税率廃止前と同水準となる参考乗率が総務省から示されているところでございます。

暫定税率廃止の影響が生じる令和９年度以降の特別徴収義務者交付金の算定に当たりまして

は、交付金制度の趣旨や総務省事務連絡の内容を踏まえ、特別徴収義務者の事務に支障が生じな

いよう検討してまいります。

○木葉淳副委員長 和田委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

議事進行の都合により、暫時休憩いたします。

午後２時56分休憩

午後３時16分開議

○宮下准一委員長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

総務部所管に関わる質疑並びに質問の続行であります。

広田まゆみさん。

○広田まゆみ委員 地域との共生に関する知事メッセージに基づく情報公開制度の検証と見直し



【第１分科会 ３月16日 第４号】

について伺います。

まず、情報公開の基本姿勢ですが、地方自治法第１条では、住民の福祉の増進を原則とし、情

報公開条例も、道民の知る権利を尊重しています。しかし、近年、個人情報保護法を理由に、生

命、健康に直結する情報も、黒塗りで限定公開される事例が増えています。

道として、生命、健康を守る公共の福祉と個人情報の保護が衝突する場合、どのような優先順

位や判断基準で整理しているのか、基本的考え方をお示しください。

○宮下准一委員長 行政情報センター所長渡邉幹夫さん。

○渡邉行政情報センター所長 情報公開の基本姿勢についてでありますが、情報公開条例では、

公文書の開示請求があったときは開示を原則としておりますが、個人情報や法人情報など、不開

示に関する要件を規定しております。

一方、条例第11条では、個人情報等であっても、人の生命、身体、健康または生活の保護のた

め、開示することが公益上必要であると認められるときは、開示するものとしているところであ

ります。

この条例第11条の適用に当たっては、不開示情報の規定によって保護される利益と、人の生

命、身体などの保護という公益上の必要性とを個別具体に比較考量して判断するものとしている

ところであります。

○広田まゆみ委員 道としての判断基準や優先順位をお伺いしたのであって、個別具体に比較考

量するということですけれども、御答弁にもありましたように、条例第11条は、人の生命、身

体、健康または生活の保護のため、公益上必要がある場合は、いわゆる個人情報に関わることで

あっても開示をするという義務規定です。

道として、この条文における公益をどのように捉えているのか、基本的考え方を示してくださ

い。

○渡邉行政情報センター所長 公益の考え方についてでありますが、条例第11条では、公益上の

必要による開示関係を規定しており、ここにおける公益については、人の生命、身体、健康また

は生活の保護のための利益であり、開示によって害される個人の権利利益よりも人の生命などの

保護といった利益が上回るときには、公にする必要性が認められるとされているところでありま

す。

○広田まゆみ委員 人の生命、身体、健康または生活の保護ということでありますけれども、道

が言う公益性は、直ちに危険が現実化した場合に限らず、例えば、住民がリスク判断をするため

の情報共有にも認められると考えますが、道の見解を伺います。

また、最新の行政法や環境法の考え方からいっても、予防原則やリスクコミュニケーションの

観点も踏まえて、環境・健康分野での公益性判断についてもお示しください。

○渡邉行政情報センター所長 公益性の判断についてでありますが、開示決定等に当たりまして

は、人の生命、身体、健康または生活の保護に対し、現実に被害が発生している場合に限らず、

将来的にそれらの重要な利益が侵害される蓋然性が高い場合も公にすることが必要とされている
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ところであります。

また、環境・健康分野を含め、あらゆる分野において公益性の判断が必要であることから、個

別の案件ごとに応じて、不開示情報によって保護される利益と人の生命の保護などの公益上の必

要性とを個別具体に比較考量して判断するものとしているところであります。

○広田まゆみ委員 例えば、その不開示情報によって保護される個人や法人の利益と、将来世代

も含む人の生命の保護などの公益上の必要性を、個別具体に利害関係も含む現場が判断するもの

としているというのは問題があるのじゃないですか。

条例第11条の適用に関しては、生命、健康上の公益性の判断基準やガイドライン等を道として

示す必要があると考えますが、見解を伺います。

○渡邉行政情報センター所長 基準の作成の必要性についてでありますが、情報公開法における

取扱いとしては、開示によって保護される利益と個人情報の保護などの利益との比較考量に当た

っては、一律の基準をもって判断するのではなく、個別の事案ごとに判断していくこととされて

おり、道においても、こうした国の取扱いを踏まえ、対応しているところであります。

○広田まゆみ委員 情報公開法における取扱いを持ち出されたわけですけれども、個別の事案ご

とに判断していくことを全否定はしていませんが、例えば、国の情報公開制度においても、環境

省や厚労省においても何らかの指針やガイドラインがありますし、自治体などの様々な審査会答

申では、最近は、環境影響、健康リスク、周辺住民の安全に関わる状況は特に公益性が高い情報

とされています。そのため、企業情報、いわゆる個人情報であっても、公益性が優越すれば、開

示が妥当と判断された事例もあります。

個別判断であることと公益性の判断の考え方を道として整理しておくということは、矛盾はし

ないのじゃないでしょうか。むしろ、整理しておくべきじゃないでしょうか。先ほども言いまし

たけれども、情報公開法における取扱いでもあるということで、個別判断を全否定はしません

が、公益性の比較考量を現場任せにせずに、運用の考え方を整理する必要があるのではないかと

考えますが、再度、見解を伺います。

○渡邉行政情報センター所長 基準の作成などについてでありますが、情報公開法における取扱

いとしては、一律の基準をもって判断するのではなく、公益性を含め、個別の事案ごとに判断し

ていくこととされており、こうした国の取扱いを踏まえ、担当課において開示等の判断をした

上、行政情報センターへの協議を行うこととなっているところであります。

○広田まゆみ委員 基本的に個別の事案ごとに判断していくというふうに言われていますが、現

実的には、総務部の判断が影響を与えていると私自身は思うのですね。時間の関係もありますの

で、次の論点に移りたいと思いますが、ぜひ、ここは検討が必要であるということを指摘してお

きます。

個別判断の全てを、いきなり全部、大きなところで判断するということは言っていませんの

で、特に、環境だとか住民の健康、福祉に関わるものについての公益性のガイドラインは道とし

て示すべきだというふうに考えます。
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次に、公益性の解釈についてまた伺っていきたいのですけれども、開示請求の黒塗り資料の事

例だけではなく、私自身も、アスベスト関係の情報公開についても、この間、議会議論をさせて

いただいておりました。民間施設のアスベスト台帳情報など、道庁に存在する生命・健康関連情

報が、個人情報や法人利益、任意提供であることなどを理由に、不開示または限定公開となる事

例がこれまで見られてきました。

知事は、地域との共生や環境との調和を前提としたメッセージを発出されています。そして、

こども基本法の施行など、情勢も変わっています。将来世代に関わる土地や水などの環境情報の

公益開示について、現在の各部局任せの運用を総務部としてどのように認識しているのか。ま

た、この条例を所管する部として、共生の理念を踏まえた、この情報公開の今日的役割と制度運

用改善の必要性についての認識を伺います。

○渡邉行政情報センター所長 公益性の判断などについてでありますが、公文書の開示請求があ

った場合、条例や事務決裁規程に基づき、担当課において開示、不開示の判断を行った上、行政

情報センターへの協議を行うこととなっており、センターでは、開示決定等の内容が条例や通

達、過去の審査会の答申などに適合しているかを確認し、必要に応じ、助言や修正等を行ってい

るところであります。

また、公文書の開示等に当たっては、個別の案件ごとに応じて、個人情報や法人情報などの不

開示情報の該当性や公益上の必要性についても検討、判断することが重要と考えており、今後と

も、制度の趣旨や条例の規定を踏まえ、適切な運用が図られることが必要と考えております。

○広田まゆみ委員 今後も、情報公開条例の趣旨を踏まえれば、道民の皆さんの知る権利につい

て適切な運用が図られることが必要という御答弁でした。

それでは、実際にこの条例が適切に運用されてきたのかということですが、条例第11条は、先

ほども御答弁がありましたけれども、生命、健康の保護のため、公益上必要がある場合には、い

わゆる個人情報保護であっても開示するものという義務規定です。過去の北海道における適用実

績や、実際に、北海道として、生命や健康の保護を理由に積極的に道民の皆さんのために情報を

開示した事例があればお示しください。

そして、鳥取県では、原則公開を徹底し、不開示の場合は知事決裁を要するなど、運用を工夫

しています。さらには、住民の健康や安全に関わる情報は、請求を待たず、能動的に提供する、

そういう情報共有の姿勢を示しています。

北海道として、知事の共生のメッセージを現場運用に生かし、道民の知る権利と将来世代への

責任を果たす観点から、情報公開制度の運用を見直す考えはないのか、見解を伺います。

○宮下准一委員長 総務部次長兼行政局長岡本拓司さん。

○岡本総務部次長兼行政局長 情報公開条例第11条の適用実績などについてでございますが、過

去５年間の情報公開条例第11条を適用した実績はないところでございますが、公文書を開示する

かどうかの決定を行うに当たりましては、第11条も含め、開示決定等の内容が条例や通達、過去

の審査会の答申などに適合しているかを、行政情報センターとの協議の上、慎重に検討し、開示
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等の決定をしているところでございます。

また、地域との共生に関する知事からのメッセージには、法令違反への厳正な対処が明記され

ており、違反行為があった場合の対応については、個別の事案ごとに各関係法令の規定に基づき

行われるものでありますが、今後とも、情報の公表に当たりましては、条例に基づく請求を含

め、関係法令や情報公開制度の趣旨等に沿って、適正な運用に努め、開かれた道政を推進するよ

う努めてまいります。

○広田まゆみ委員 開かれた道政を推進するよという美しい言葉で、最後、答弁していただきま

したけれども、この第11条の適用については、道民の皆さんの生命、身体、健康または生活の保

護のために、実際にその事例はないということなのですね。

これは、例外的な公益開示というのを想定した条文であるにもかかわらず、道民の皆さんの生

命を守るために使った実績がない場合、この規定は、運用上、十分機能していない可能性があり

ます。

理由の分析等、今後どのように運用で生かしていく考えか、見解を伺います。

○岡本総務部次長兼行政局長 条例第11条の適用についてでございますが、個別の案件における

公文書の開示等に当たりましては、条例第11条の適用について、慎重に検討したケースもござい

ますが、結果として適用実績はなかったところでございます。

いずれにいたしましても、公文書の開示等に当たりましては、個別の案件ごとに応じて、個人

情報などの不開示情報の該当性はもとより、人の生命などの公益上の必要性についても検討、判

断することが重要と考えており、今後とも、条例第11条の規定の趣旨を踏まえ、開示決定等の判

断が適切に行われるよう職員向けの研修を実施するなど、職員一人一人の理解を深め、適切な情

報公開請求への対応が図られるよう取り組んでいくことが重要と考えております。

○広田まゆみ委員 認識がずれまくっていると思うのですけれども、職員向けの研修を実施する

など、職員一人一人の理解を深め、適切な情報公開請求への対応が図られるよう取り組んでいく

ことが重要と考えているということで、もちろん、職員の研修や意識改革も必要ですけれども、

これは、職員一人一人の意識を深めるという個々個別の問題ではなく、この情報公開制度という

のは、住民自治を支える、地方自治の基礎となる、言わばガバナンスの問題ですよね。

道民の生命、健康に関わる公益開示の事例が１件もないという、この道の情報公開制度の実態

を、鳥取県などの先進県等との比較を含めて、地方自治の観点から、どのように認識をして、今

後どのように対応すべきと考えるのか、総務部長の見解を伺います。

○宮下准一委員長 総務部長兼北方領土対策本部長坂本隆哉さん。

○坂本総務部長兼北方領土対策本部長 情報公開制度の認識についてでございますが、他都府県

における公益上の必要性による開示の事例については把握しておりませんが、公文書の開示等に

当たりましては、個別の事案ごとに応じて、個人情報などの不開示情報の該当性はもとより、人

の生命などの公益上の必要性についても検討、判断することが必要でありまして、今後とも、情

報公開条例第11条の公益上の必要性による開示の規定の趣旨を踏まえ、開示決定等の判断が適切
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に行われるよう努めてまいります。

○広田まゆみ委員 この情報公開条例も、北海道は他県に先駆けて先進的につくったものだと承

知をしていますが、時代の変化に全く対応できていないです。他県での公益開示の事例などもき

ちんと把握した上で、さらに、鳥取県は、総務大臣もされました片山さんが鳥取県知事時代につ

くった仕組みがさらにずっと進化を続けている、変革を続けているということですので、そうし

た事例も踏まえて、ぜひ、総務部長としても努力をいただきたいというふうに思います。

繰り返しになりますけれども、これは、職員個々に委ねる、職員個々の判断、個別の判断に委

ねる問題ではなく、道民の知る権利、特に環境情報に対する道としての政治姿勢、ガバナンスの

問題だと思います。同時に、知事が掲げる地域との共生を実効あるものにするために、その基盤

となる住民の皆さんとの信頼関係をどう築いていくかという情報公開制度の在り方にも関わる問

題です。

条例第11条は、生命、健康の保護のため、公益上必要がある場合に開示するものという義務規

定です。これが、この制定以来、一度も適用されていないこと、しっかりと条文があるのに全く

使われてないということは、運用で機能していない可能性を示しているのではないでしょうか。

知事が掲げる地域との共生の理念に照らし、情報公開制度の運用を再検証すべきです。知事の認

識を伺いたいので、総括質疑の取扱いをお願いいたしまして、質問を終わります。

○宮下准一委員長 広田委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了いた

しました。

大越農子さん。

○大越農子委員 私のほうからは、人事施策について、数点お伺いをさせていただきます。

まず初めに、人材確保についてお伺いいたします。

生産年齢人口の減少や公務職場全体の人気低迷により、道職員の人材確保が年々厳しさを増す

中、道では、来年度から受験者確保に向けて採用試験制度の大幅な見直しを行うと伺っておりま

す。

そこでまず、今回の試験制度の見直しの具体的な内容と、その見直しによってどのような効果

を期待しているのか、お伺いいたします。

○宮下准一委員長 人事課長片岡英善さん。

○片岡人事課長 採用試験制度の見直しについてでありますが、人事委員会では、人材獲得競争

が激化している中、職員採用試験におきまして有為な人材を確保するため、令和８年度から、受

験者の利便性向上や受験機会の拡大を図り、幅広い多くの方が受験しやすい試験制度に見直すこ

ととしております。

具体的には、大学卒業程度のＡ区分試験におきまして、オンライン試験の導入や、１年間に３

回の受験を可能とするほか、東京会場でも最終面接を実施するとともに、民間企業等職務経験者

採用のＣ区分試験につきましては、通年募集やオンライン試験の導入、受験者が夜間や休日等の

面接日程を選択できることとするものでございます。
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こうした見直しによりまして、全国各地で自宅等で受験が可能となること、民間企業志望者が

道と併願をしやすくなること、企業等勤務者の利便性向上や受験機会の柔軟化が図られるものと

考えております。

○大越農子委員 今回の試験制度の見直しについては、首都圏をはじめとした道外の学生や社会

人が受験しやすい環境の整備につながるものと考えます。官民を問わず、道内の人材不足が深刻

化する中、道内の人材だけに依存した確保には限界があり、私としても、首都圏をはじめとした

道外の方々をターゲットとして採用活動を推進することが重要であると考えます。

そこで、道は、これまで、首都圏をはじめとした道外の学生や社会人に対する採用試験のＰＲ

活動をどのように実施してきたのか、お伺いいたします。

○片岡人事課長 受験者の確保に向けた情報発信についてでありますが、道では、道外からの受

験者の拡大を図るため、東京都や神奈川県など首都圏に在住している方々を対象に、採用試験の

ウェブ広告を展開するとともに、道職員の魅力ややりがいについてＳＮＳ等で戦略的に発信をし

ております。

また、学生と職員が面談する道庁オフィスウォッチングにつきまして、オンラインの積極的な

活用や東京事務所で開催することなどにより、首都圏の学生が参加しやすい工夫をしているとこ

ろでございます。

さらに、各部の移住・定住政策やＵ・Ｉ・Ｊターン政策とも連携し、東京、大阪で開催される

移住交流フェアやセミナー等に道庁ブースを出展し、個別面談を実施するなどして、道外からの

受験者の増加に向けて取り組んでいるところでございます。

○大越農子委員 現在の就職戦線は売手市場であり、特に首都圏では、民間企業を含め、全国の

様々な就職情報があふれる中、従来の情報発信の手法では情報が埋没し、新しい試験制度の内容

や道の仕事の魅力などが十分に伝わらないおそれもあると考えます。

公務の魅力や採用試験などについて、首都圏での情報発信の強化に向けて今後どのように取り

組んでいくのか、伺います。

○宮下准一委員長 人事局長古田生介さん。

○古田人事局長 今後の取組についてでございますが、道職員を目指す人材を確保していくため

には、道内はもとより、首都圏など道外に居住する方々に、道の仕事の魅力ややりがいなどを積

極的に発信していくことが重要でございます。

このため、道では、来年度から、東京事務所の職員を人事課職員として兼務発令することとし

まして、就職支援協定を締結している道外大学との関係強化や、北海道関係者の団体への採用試

験の周知、さらには、各種イベントにおけるＰＲ活動などを、これまで以上に機動的に実施でき

る体制づくりを行うこととしてございます。

道といたしましては、こうした体制の下、広大な北海道で働くことに関心を持つ方々に向け

て、新たな試験制度や北海道の暮らしの魅力などを効果的に発信するとともに、きめ細やかな相

談対応などを行いながら、多様で優秀な人材の確保に向けて取り組んでまいります。
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○大越農子委員 東京事務所の職員を人事課職員として兼務発令されるということで、フェー

ス・ツー・フェースのＰＲができるものと期待をしております。頑張っていただきたいというふ

うに思います。

次に、人事評価についてお伺いをいたします。

道では、地方公務員法の改正に伴い、平成28年度に人事評価制度を導入しております。人事評

価制度は、職員の意欲向上や人材育成、さらには組織パフォーマンス向上を図る上で極めて重要

な仕組みであると考えます。

昨年３月に策定された北海道職員人材マネジメントビジョンでは、能力実績主義の徹底のた

め、人事評価制度の見直しを検討することとされております。

そこでまず、道における人事評価制度の運用状況についてお伺いいたします。

○片岡人事課長 道における人事評価制度についてでありますが、平成26年の地方公務員法の改

正に伴い、職員がその職務を遂行するに当たり、発揮した能力や業績を把握した上で人事評価を

行い、任用、給与、分限等の人事管理の基礎とすることとされましたことから、道では、平成28

年度から人事評価制度を導入し、職員の業務目標の達成状況を評価する業績評価や、職務の遂行

能力を評価する能力評価を実施し、人事管理に活用しているところでございます。

令和５年度には、管理職員のマネジメント能力の強化を図るため、部下職員のワーク・ライ

フ・バランスや業務改善の推進などをマネジメント目標として設定することを義務化いたします

とともに、職員が取得した資格免許等につきまして、職務に役立つと判断した場合に評価要素と

し、そうした資格や専門性を生かした人事配置に努めているところでございます。

○大越農子委員 人事評価制度を導入してから約10年が経過しようとしており、制度運用の蓄積

も一定程度進んできているものと考えます。

これまで運用してきた中で、どのような課題があると認識しているのか、お伺いいたします。

○片岡人事課長 人事評価制度に係る課題についてでありますが、道では、昨年度、人事評価制

度を導入してから約10年を経過することから、制度の運用状況と課題を把握するため、職員アン

ケートを実施し、管理職員約670人を含む約4000人の職員から回答を得たところでございます。

アンケートでは、管理職員からは、５段階の評語の見極めや判断が難しい、評価結果が中位よ

りも上位に偏る傾向がある、他の業務がある中で評価に時間がかかるといった御意見があり、ま

た、管理職員以外の職員からは、人事評価が人材育成や人事異動に活用されている実感に乏し

い、管理職員のマネジメント強化につなげてほしい、職員の挑戦や成長を支援するための仕組み

が必要などの意見があったところでございます。

○大越農子委員 管理職員以外の職員から、職員の挑戦や成長を支援するための仕組みが求めら

れるという御意見があったということなのですけれども、挑戦というのは失敗のリスクと隣り合

わせでありまして、組織が大きく成熟すればするほど、えてして失敗を恐れて挑戦しなくなる傾

向が生まれるということがございます。

それをしっかり克服できるような仕組みづくりが求められるということであろうというふうに
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思いますけれども、道の人事評価制度は、国の人事評価制度を参考として制度設計されたものと

認識しておりますが、国では、これまで、人事評価制度をどのように運用してきているのか、伺

います。

○片岡人事課長 国における人事評価制度についてでありますが、国では、平成19年の国家公務

員法の改正に伴い、平成21年度に人事評価制度が導入され、５段階の評語で業績評価と能力評価

を実施しておりましたが、令和２年度の有識者検討会による制度の改善に向けた報告を踏まえ、

人材育成やマネジメント強化のツールとして人事評価を活用することを目的とした改善を行い、

令和４年10月から、職員の能力や実績をきめ細かく的確に把握、評価するため、評語区分の刷新

などの改善を行ったところでございます。

具体的には、職員が発揮した能力や業績を把握、評価しやすいよう、評語区分を５段階から６

段階に細分化すること、業績評価において、職位における通常の目標と比べて困難度が高い目標

をチャレンジ目標として設定すること、管理職員については、業務運営や組織統率などマネジメ

ント能力を重視する評価とすることなどの改正が行われたところでございます。

○大越農子委員 現行制度の運用を通じて把握した課題や、国における評価制度の運用状況など

も踏まえ、今後どのような方向で人事評価制度を見直していく考えなのか、伺います。

○古田人事局長 人事評価制度の見直しについてでございますが、若年人口の減少やＡＩ・ＤＸ

時代への対応など、公務を取り巻く社会経済情勢が変化する中、人事評価制度を通じて、職員の

モチベーションを高め、意欲や能力を引き出しながら、人材育成やマネジメント力の強化につな

げていくことが重要でございます。

このため、道では、職員アンケート等で把握をしました現行の評価制度の運用状況や課題、さ

らには、国における評価制度の見直し状況を踏まえまして、来年度に、評語区分を細分化し、評

語の名称や基準の刷新ですとか、職員の挑戦を後押しするためのチャレンジ目標の導入、さらに

は、管理職員のマネジメント能力を重視した評価基準の設定など、人事評価制度の見直しについ

て検討を行うこととしております。

こうした見直しを通じまして、職員一人一人の能力や実績のほか、挑戦的な取組や成長などを

きめ細かく的確に把握し、個性や能力に応じた人材育成や管理職員のマネジメント力の強化に取

り組み、組織全体のパフォーマンスの向上につなげてまいります。

○大越農子委員 職員一人一人の能力や実績、あるいは挑戦的な取組や成長など、きめ細かく的

確に把握されて、マネジメント力の強化を目指していくということでありました。高市首相の施

政方針演説には、挑戦しない国に未来はないというふうにうたわれておりました。北海道から、

１人でも多くの職員がたくさんの挑戦をして、我が国の成長を牽引してほしいというふうに強く

求めたいと思います。

次に、女性職員の活躍の推進等について伺います。

道では、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律、いわゆる女性活躍推進法に基づ

き、特定事業主行動計画を定め、女性職員の活躍等に向けて様々な取組を進めてきているところ
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であります。

昨年12月に、国は、女性活躍推進法の改正を踏まえ、事業主行動計画策定指針を改正したとこ

ろでありますが、この国の指針の改正内容についてお伺いいたします。

○宮下准一委員長 職員活躍担当課長兼人事局参事中里文美さん。

○中里職員活躍担当課長兼人事局参事 国の指針の改正についてでありますが、令和７年６月の

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律の改正におきましては、女性の職業生活におけ

る活躍の推進に当たって、女性の健康上の特性に配慮して行われるべきことなどが明確化され、

取組を進めていく上での視点や課題分析に当たっての観点を示した事業主行動計画策定指針が令

和７年12月に改正されたところでございます。

この指針の主な改正内容は、国や地方公共団体が策定する特定事業主行動計画に、女性の健康

上の特性に係る取組の状況を明記することが定められたとともに、国の各府省等における取組も

参考にしながら、超過勤務の状況について数値目標を設定し、主体的かつ積極的に取り組むこと

が望ましいとされております。

○大越農子委員 今般の国の指針の改正により、特定事業主行動計画には、女性の健康上の特性

に係る取組を新たに盛り込む必要があるとのことであります。

女性職員の健康上の特性への理解を進めていくためには、各職員が健康や医療に関する正しい

情報を理解して活用する能力、いわゆるヘルスリテラシーを高めていくことが重要と考えます

が、道ではこれまでどのように取り組んできているのか、お伺いいたします。

○宮下准一委員長 職員厚生課長沖田備啓さん。

○沖田職員厚生課長 女性の健康上の特性に係る取組についてでございますが、道では、北海道

職員健康づくり計画に基づき、新採用職員研修や新任主任研修といった階層別研修におきまし

て、女性職員をはじめ、職員一人一人が、自分の健康は自分がつくるというセルフケアの重要性

につきまして普及啓発しているところでございます。

また、婦人科健康診断につきまして、女性職員に対し、積極的な受診を促すため、チラシを作

成し、その重要性について周知するとともに、プライバシーを保護し、より申請しやすくするた

め、今年度から、所属を経由せず、電子申請システムで直接受け付けることとしており、こうし

た取組を通じて女性職員の健康保持に努めているところでございます。

○大越農子委員 ヘルスリテラシーの向上を図るためには、まずは女性職員自身が健康上の特性

を理解する必要があります。そのためには、女性職員が気兼ねなく相談し、不安等を解消できる

体制づくりを進めることが必要と考えますが、道ではどのような取組を行っているのか、お伺い

いたします。

○沖田職員厚生課長 女性職員の健康に係る相談窓口についてでございますが、道では、女性職

員を含め、職員からの健康に関する相談に対応するため、職員厚生課や各振興局総務課におきま

して、産業医や保健師が対応する相談窓口を設置しているとともに、精神保健医が対応する心の

健康相談を実施しており、令和６年度は3159名から相談があったところでございます。
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また、地方職員共済組合では、医師、保健師、臨床心理士等によるカウンセリングが受けられ

る専用ダイヤルを設置しており、令和６年度の相談件数は908名と承知しているところでござい

ます。

○大越農子委員 たくさんの御相談があるということで、道では、女性職員を含め、職員からの

様々なお悩みにしっかりと向き合っておられるのだなということが分かります。

女性職員が健康で安心して働き続けるためには、女性の健康上の特性への配慮のために利用す

ることができる休暇制度や柔軟な働き方を可能とする仕組みが重要であると考えますが、道では

どのように取り組んでいるのか、伺います。

○中里職員活躍担当課長兼人事局参事 休暇制度の充実などについてでありますが、道では、職

員アンケート等において、女性職員から、上司が男性である場合、生理休暇を申請しづらい等の

意見がありましたことから、安心して休暇を取得できるよう、令和６年に、「生理休暇」の名称

を「健康管理休暇」に改正したところでありまして、休暇を勤怠管理システムで申請することに

より心理的な抵抗感の軽減も図られているところでございます。

また、女性職員に限らず、子育てや介護、障がいなど、様々な背景を持つ全ての職員が多様で

柔軟な働き方ができるよう、テレワークや時差出勤等の利用を促すとともに、ワークライフバラ

ンス推進指針に基づき、休暇の取得奨励や両立支援制度を積極的に周知するなど、誰もが安心し

て働き続けることができる環境づくりに取り組んでいるところでございます。

○大越農子委員 様々な工夫を講じて取り組んでおられると思いますが、健康上の課題は誰にで

も起こり得るものであります。とりわけ女性においては、体調の変化などが仕事に影響を及ぼ

し、場合によっては、昇進や管理職を目指すことをためらうといったキャリア形成への影響が生

じることも指摘されております。

こうした点を踏まえ、職場において、女性の健康上の特性への理解を深める取組を進めていく

ことが重要と考えますが、道では、今般の国の指針の改正を受け、女性の健康上の特性に関して

今後どのように取り組んでいくのか、お伺いいたします。

○古田人事局長 今後の対応についてでございますが、女性職員の活躍を一層推進するために

は、ヘルスリテラシーの向上や健康への不安解消など、女性の働き方に影響を与える健康上の特

性に配慮した取組を進めていくことが重要でございます。

このため、道では、来年度から、職場研修や階層別研修において、女性の健康上の特性に係る

講義を実施するとともに、庁内掲示板や健康診断会場等において、婦人科検診の重要性など、健

康上の課題に関する普及啓発を積極的に行ってまいります。

また、職員厚生課などの相談窓口に加えまして、人事課に設置をしております女性職員支援室

においても、キャリア形成や家庭と仕事との両立に関する相談のほか、新たに、女性職員による

相談対応を基本としまして健康に関する相談も受け付けるなど、女性職員からの様々な相談につ

いてワンストップで対応してまいります。

道といたしましては、こうした取組を通じてきめ細やかな健康管理に努め、女性職員一人一人
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が心身ともに健康で安心して活躍することができる職場環境づくりに取り組んでまいります。

○大越農子委員 今般の国の指針の改正では、地方公共団体においても、国の各府省等における

取組も参考にしながら、時間外勤務の状況について数値目標を設定し、主体的かつ積極的に取り

組むことが望ましいとされたとのことでありますが、時間外勤務について、国や他都府県におい

てはどのような数値目標を設定しているのか、お伺いいたします。

○中里職員活躍担当課長兼人事局参事 国等における時間外勤務の目標設定についてであります

が、国の各府省等におきましては、令和８年２月現在で、時間外勤務の目標を設定しているのは

内閣府など９機関であり、職員１人当たりの時間外勤務時間数を前年度以下とすることや、前年

度と比べて５％減とするなどの目標を設定しているものと承知しております。

また、他都府県におきましては、これまでに27団体が時間外勤務の目標を設定しており、職員

１人当たりの時間外勤務時間数を計画期間中に10％減とする目標を設定している自治体が最も多

く、そのほか、時間外勤務時間数が年間360時間を超える職員の割合を減少させるといった目標

を設定しております。

○大越農子委員 時間外勤務の縮減に向けては、職員一人一人が自分のこととして意識を持って

取り組むことが重要であり、そのためにも、時間外勤務の明確な数値目標を定め、縮減に向けて

積極的に取り組む必要があると考えますが、現在の道の検討状況についてお伺いいたします。

○古田人事局長 時間外勤務の数値目標についてでございますが、職員の時間外勤務は、職員の

健康維持や能率的な公務運営の観点からも、できる限り最小限にとどめるべきものと認識してお

ります。

このため、道では、事業主行動計画策定指針に基づきまして、時間外勤務の実績や、国や他都

府県の目標設定状況などを勘案し、時間外勤務の縮減に関する具体的な数値目標の検討を進めて

いるところでございまして、来年度、速やかにこの目標を設定するとともに、引き続き、状況の

把握や課題の分析などにも努めながら、長時間労働を是正し、男女を問わず働きやすい職場環境

づくりに向けて取り組んでまいります。

○大越農子委員 来年度、この目標を設定するということでありますので、他都府県の事例をし

っかりと参考にしながら、働きやすい職場環境づくりに向けて頑張っていただきたいというふう

に思います。

最後に、女性職員を含めて、全ての職員が能力を十分に発揮しながら働くことができる職場を

つくるためには、男女双方の職員の働き方改革を進め、ワーク・ライフ・バランスを確保してい

くことが不可欠であります。

道として、長時間労働の是正を図りながら、多様で柔軟な働き方ができる魅力ある職場づくり

に向けて、今後どのように取り組んでいくのか、お伺いいたします。

○宮下准一委員長 総務部職員監飯田滋さん。

○飯田総務部職員監 今後の取組についてでありますが、職員が働きやすい職場環境を整えるこ

とは、道の施策に様々な背景を持つ職員の多様な視点を反映させることや、人材の定着や確保の
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観点からも大変重要であります。

このため、道では、一斉定時退庁日の設定や、長期の休暇取得を奨励するリフレッシュウィー

クを展開しているほか、管理職員自らが業務マネジメントを行いながら、部下職員に対し、休暇

の取得促進やテレワークの積極的な活用を促すなど、ライフスタイルに応じた働き方の実現に向

けて取り組んでいるところであります。

こうした取組に加え、新たに庁内横断的なサポートチームを設置しまして、長時間労働が生じ

ている所属に対し、改善策の助言など伴走支援を行うとともに、多様な働き方を実践しておりま

す職員のワークスタイル事例集を作成し、庁内外に広く発信するなど、職員の理解と共感を得な

がら、多様で柔軟な働き方を推進し、誰もが安心して働くことができる魅力ある職場環境づくり

を進めてまいります。

○大越農子委員 サポートチームを設置し、長時間労働が生じている所属に伴走支援をされる仕

組みをつくられるということで、踏み込んだ御答弁をいただきまして、感謝を申し上げたいとい

うふうに思っております。

時間外勤務の縮減というのは、やっぱり、みんなの力が必要なのですね。一人で頑張って時間

を短くするというのは、なかなかこれはできないものですから、この伴走支援は非常に効果が高

いというふうに思っておりますので、しっかりと生きた制度にしていただけるように強く求めま

して、私の質問を終わりたいと思います。

ありがとうございました。

○宮下准一委員長 大越委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

石川さわ子さん。

○石川さわ子委員 私からは、原子力防災について伺います。

道の原子力防災計画によりますと、健康上の理由から避難よりも屋内退避を優先することが必

要な要配慮者の方々や、孤立地域が発生した場合などには、放射線防護施設を活用し、避難まで

の間、屋内退避を行うとされております。先日、予定されておりました避難計画が悪天候により

中止となった点につきましては、さきの我が会派の代表質問でも触れましたが、仮に原発での事

故時に悪天候により避難が困難な場合、屋内退避を優先することとなるということで、以下、数

点伺ってまいります。

まず、先ほどもほかの委員から質疑がありましたが、放射線防護施設の効果と現状について伺

います。

放射線防護施設は、どういった施設で、どの程度の効果があるのか、また、施設種別ごとの放

射線防護施設の件数、整備状況などについて併せて伺います。

○宮下准一委員長 原子力安全対策課長平野宏和さん。

○平野原子力安全対策課長 放射線防護施設についてでありますが、この施設は、福島第一原発

事故の教訓を踏まえ、要配慮者等の被曝リスクを下げながら、避難準備が整うまでの間、安全に

屋内退避ができるよう、放射性物質除去フィルターを通して施設内に空気を送風し、気圧を高め
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ることによって外気の流入を防ぐ陽圧化装置を設置するなど、建物の気密性や遮蔽性を高めた施

設でございます。

その効果は、内閣府の資料によると、屋外滞在時の被曝線量と比較いたしまして、10分の１程

度に低減する効果があると試算しております。

また、放射線防護施設の整備状況等についてでありますが、道では、国の補助金を活用いたし

まして、平成25年度から令和６年度末までに、地域の公共施設や社会福祉施設など24施設で防護

対策を実施してきたところであり、内訳につきましては、指定避難所となっている小学校など公

共施設８施設、社会福祉施設11施設、町村等の災害拠点施設５施設となっているところです。

また、来年度、岩内町において、社会福祉施設と指定避難所の２施設、蘭越町では、災害拠点

施設と指定避難所の２施設、仁木町では、災害拠点施設の１施設の計５施設において放射線防護

対策事業が実施される予定となっております。

○石川さわ子委員 放射線防護施設につきましては、一定の防護措置がされているということで

ありますが、複合災害時には自宅での屋内退避を余儀なくされることも想定されます。

一般的な木造家屋における被曝の低減効果はどの程度あるのか、伺います。

○平野原子力安全対策課長 屋内退避の効果についてでありますが、原子力規制委員会では、放

射線被曝量は、距離による低減効果が大きいため、発電所から５キロ圏内のＰＡＺでは、予防的

防護措置として避難が有効とする一方で、５キロを超えるＵＰＺにおいては、放射性プルーム通

過時の放射線被曝量に関しては、距離による低減効果よりも、屋内退避による低減効果が確実で

あるとして、自宅等での屋内退避が有効としているところでございます。

内閣府の資料によると、屋外滞在時の被曝線量と比較し、コンクリート造りの集合住宅等の建

屋内に屋内退避した場合には５分の１程度に低減する効果があり、コンクリート造り以外の木造

等の建屋内では２分の１程度に低減する効果があると試算しております。

○石川さわ子委員 屋内退避のときに、木造家屋における放射線防護は２分の１程度ということ

でありますが、家屋の中に入ってくる放射線量の最大値はどのくらいと想定をしているのか、伺

います。

○平野原子力安全対策課長 屋内退避についてでありますが、内閣府の資料によりますと、木造

建屋に屋内退避した場合における総被曝量のうち、建屋内に流入してきた放射性物質による被曝

の割合は約３割と試算されております。

○石川さわ子委員 ５割とか３割とか低減されると言われていると思いますけれども、７日間の

積算での外部被曝と内部被曝の相対比で見ますと、内部被曝は３割くらいであり、これは決して

低くない数字だなというふうに感じております。

次に、自宅からの移動についてですが、悪天候により自宅から一歩も出られない場合は別とし

て、自宅から近隣の放射線防護施設に移動することは想定をされているのか、伺います。

○平野原子力安全対策課長 住民の方々への防護措置についてでありますが、国の原子力災害対

策指針において、ＵＰＺ内では放射性物質の放出に備えて屋内退避することが最も合理的な防護
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策としており、道の防災計画では、指針に基づき、自宅等での屋内退避を基本としながら、自然

災害等により家屋が損壊等をし、屋内退避が困難となった場合には、当該町村内の避難所や放射

線防護施設等での屋内退避を行い、また、当該町村内の避難所等の利用が困難な場合は、隣接す

る市町村の避難所等の利用について道が調整を行うこととしております。

○石川さわ子委員 今の答弁で、ＵＰＺ内で、複合災害で家屋が損壊するなどし、屋内退避から

一時移転をする際は、当然、屋外に出るということなのですけれども、住民の皆さんは、その

際、被曝をするということを分かっているのでしょうか。また、防災訓練のときに参加者にその

ことをしっかり伝えておられるのか。道として、しっかり周知すべきと考えますが、いかがか、

併せて伺います。

○平野原子力安全対策課長 住民の方々への防護措置についてでありますが、原子力防災訓練で

は、泊発電所の事故の進展により、ＵＰＺ内では、放射性物質が放出され、空間放射線量率が原

子力災害対策指針に定める一時移転の基準を超えたとの想定の下、住民避難や放射性物質の付着

状況を確認する避難退域時検査などを実施しており、また、訓練に当たっては、住民の方々へ、

被曝を防ぐため、マスクの着用や肌を露出しない服装で参加いただくよう周知しているところで

す。

地域防災計画等に基づく防護措置を確実に行うためには、日頃から住民の皆様に原子力防災に

関する理解を深めていただくことが大変重要と認識しており、道といたしましては、今後とも、

様々な媒体を活用しながら原子力防災に関する知識の普及啓発に取り組むとともに、実践的な防

災訓練を積み重ねながら、住民の皆様の理解促進に努めてまいります。

○石川さわ子委員 ＵＰＺ内での一時移転の基準の20ミリシーベルトですけれども、これは放射

線管理区域の数字で、とても高いものであります。その場合、避難そのものが健康リスクになる

ことを正しく住民に伝える必要があるということを指摘しておきます。

次に、住民避難について伺います。

防災計画では、空間放射線量率によりまして避難等の基準が定められておりますが、どのよう

な基準となっているのか。また、悪天候などで避難が困難な場合、屋内退避することとなります

が、その後、天候が回復し、安全に避難できる環境とはどのような想定か、伺います。

○平野原子力安全対策課長 住民避難についてでありますが、道の防災計画では、ＩＡＥＡの国

際基準を踏まえ策定された国の原子力災害対策指針に基づき、ＵＰＺについては、屋内退避を基

本としながら、万一、放射性物質が放出された場合には、緊急時モニタリングにより空間放射線

量率を実測の上、一定の数値を超える区域について、住民の速やかな避難や一時移転などの防護

措置を講ずることとしております。

また、暴風雪などの自然災害との複合災害時には、住民の安全確保を最優先することとしてお

り、無理な自家用車避難による立ち往生などを回避するため、天候が回復し、避難経路の除雪な

ど道路の啓開が完了し、安全に避難ができる環境となることを確認した上で、避難を行うことと

しております。
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なお、道路管理者や民間事業者による道路啓開が困難になった場合には、実動組織が、通行の

確保及び交通規制など、一時移転等の支援を行うこととしております。

○石川さわ子委員 今の答弁では、複合災害時は除雪後に避難をするとのことでありますが、Ｐ

ＡＺ内で除雪を待つ間に空間放射線量率が高くなった場合、住民はどのように避難することにな

ると想定をしているのか。また、その場合、国際放射線防護委員会―ＩＣＲＰの基準では、

線量限度を年間20から100ミリシーベルトの範囲としていると思いますが、道も同様に考えてい

るのか、さらに、こうしたことの住民理解は図られているのか、伺います。

○平野原子力安全対策課長 ＰＡＺ内の住民避難等についてでありますが、ＰＡＺ内では放射性

物質放出前の避難を基本としておりますが、暴風雪等の複合災害時の場合は、自然災害による人

命の直接的なリスクを避けることを第一とし、自然災害に対する安全が確保された後に避難を実

施することとしております。

また、国際放射線防護委員会―ＩＣＲＰの勧告では、放射線事故など非常事態が発生した

場合には、重大な身体的障害を防ぐための対策を優先することから、一般の方の線量限度である

年間１ミリシーベルト以下を適用せず、年間20から100ミリシーベルトの線量域を定めており、

この勧告等を踏まえ、国際原子力機関―ＩＡＥＡでは、避難すべき線量基準を７日間で100ミ

リシーベルトに設定していると承知しております。

原子力規制委員会では、原子力災害対策重点区域の範囲の目安を設定する際、ＩＡＥＡの国際

基準と比較を行い、最大の値を採用し、原子力災害対策指針を定めており、道や関係町村におい

ては、こうした指針などに基づき、地域防災計画及び避難計画を策定しているところです。

○石川さわ子委員 年間20ミリシーベルトといいますのは、福島原発事故後に帰還できる基準で

ありまして、換算すると１時間当たり3.8マイクロシーベルトという、とてつもない高い基準で

あると専門家は指摘をしております。事故が起これば、年間100ミリシーベルトまでオーケーと

いうこの基準は、あるがままの高線量を住民に受忍させるレベルだというふうに私は思います。

そうした住民の立場に立ったリアリティーのある説明を改めて求めておきます。

次に、被曝のリスクについてですが、防災計画では、ＰＡＺ内が予防的避難、ＵＰＺ内は、原

則、屋内退避ですが、空間放射線量率や発電所の事故の状況に応じて避難等とされております。

これは、放射性プルームの通過時に、吸入による内部被曝や外部被曝の低減を図ることを目的

としているとのことです。

しかし、地震により窓ガラスや外壁に損傷があれば、気密性が低下し、放射性物質を吸入する

ことによる内部被曝は避けられないと思いますが、道の認識を伺います。

○平野原子力安全対策課長 屋内退避についてでありますが、道の地域防災計画では、自然災害

等により家屋が損壊などして屋内退避が困難となった場合には、当該町村内の避難所や放射線防

護施設等での屋内退避を行い、また、当該町村内の避難所などの利用が困難な場合は、隣接する

市町村の避難所の利用等について道は調整を行うこととしております。

こうした措置により、泊発電所から放出されたプルームや地表面等に沈着した放射性物質から
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の外部被曝を低減するとともに、気密性のある建物にとどまることで、プルームに含まれる放射

性物質が建物内に侵入することを抑制し、放射性物質の吸入による内部被曝を低減できると考え

ております。

○石川さわ子委員 内部被曝は、長期間にわたり、しかも、局所的になる可能性があると聞いて

おります。

内部被曝による体への影響について、どのように住民に説明をしているのか、伺います。

○平野原子力安全対策課長 放射線防護などについてでありますが、地域防災計画等に基づく防

護措置を確実に行うためには、住民の皆様に原子力防災に関する理解を深めていただくことが重

要との認識の下、道では、被曝による人体への影響や、災害時における基本的な対応などを分か

りやすくまとめた動画を道のホームページに掲載するとともに、小・中・高生等を対象とした地

域学習会を開催するなど、住民の防災知識の理解促進に取り組んでおります。

○石川さわ子委員 特に内部被曝として注意が必要なベータ線を出すヨウ素131ですとかセシウ

ム137の子どもへの被曝を避けなくてはならないということを指摘しておきます。

次に、モニタリング結果についてでありますが、自宅等の屋内退避者は、屋外の空間放射線量

率をどのように知らされるのか、伺います。

○宮下准一委員長 環境安全担当課長稲富久昌さん。

○稲富環境安全担当課長 緊急時モニタリング結果についてでございますが、道では、緊急時モ

ニタリング地点を83地点設定しており、ＵＰＺ内77地点での連続測定を行うほか、ＵＰＺ外６地

点においても、可搬型モニタリングポストを警戒事態の段階で設置し、空間放射線量の測定を実

施することとしております。

また、その結果については、国において集約し、一元的に解析、評価した後、分かりやすく、

かつ迅速に公表するものとされております。

道といたしましては、緊急時モニタリング結果はもとより、発電所の事故の状況、交通規制、

避難経路や避難所等周辺住民等に役立つ正確かつきめ細やかな情報を、災害対応の段階や場所に

応じて、テレビ、ラジオ等の報道機関に緊急放送の実施を要請するほか、緊急速報メールや道の

ホームページ等を通じ、住民の方々等に対して情報の提供を行うこととしております。

以上でございます。

○石川さわ子委員 引き続き伺いますが、退避者が、屋内退避から一時避難等のため屋内から屋

外に出るときに、住民はモニタリングの数値を知っているというふうに今の御答弁からは思われ

ますが、放射線被曝からの防護はどのように行われるのか、伺います。

○平野原子力安全対策課長 住民の避難についてでありますが、関係町村の防災計画や避難計画

では、屋内退避から避難等を行う場合は、避難経路を通行し、一時滞在場所で受付を行うこと

や、避難先の確保状況、安定ヨウ素剤の配付、避難退域時検査の受検など、住民の皆様が取るべ

き一連の避難の手順を定めているところです。

安定ヨウ素剤は、バス避難の集合場所においては、町村の職員が道医療班や保健所の協力を得
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て配付を行うとともに、集合場所で配付を受けられなかった方々に対しては、避難退域時検査場

所や一時滞在場所で、道医療班と町村職員が連携し、配付することとしております。

また、避難退域時検査では、住民に対し、放射性物質の付着検査を行い、万一、汚染が確認さ

れた場合には、着替えや拭き取りなどの簡易除染を行うなど、原子力災害対策指針に基づき、実

効的な防護措置を講ずることとしております。

○石川さわ子委員 次に、被害想定でありますが、関係町村は、国の原子力災害対策指針や道の

防災計画を踏まえ、住民の避難計画を作成し、住民避難を実施するというふうに認識していま

す。

防災計画に沿って、住民が屋内退避しても、結果的に被曝する懸念があります。避難時におい

て、プルームは去ったとしましても、空間放射線量率や周辺の線量が高い場合が想定され、屋外

に出ると内部や外部被曝しながらの避難を強いられると考えますが、道の認識を伺います。

○平野原子力安全対策課長 住民の皆様への防護措置についてでありますが、原子力規制委員会

では、放射線被曝量は距離による低減効果が大きいため、ＰＡＺでは予防的防護措置として避難

が有効とする一方で、ＵＰＺにおいては、放射性プルーム通過時の放射線被曝量に関して、距離

による低減効果よりも屋内退避による低減効果が確実であるとして、自宅や公共施設等での屋内

退避が有効であるとしております。

また、放射性物質の放出後、原子力災害対策指針に定める基準値を超えた地域においては、地

表面からの放射線等による被曝の影響をできる限り低減する観点から、避難等を実施することと

しております。

このことは、指針において、国民の生命及び身体の安全を確保することが最も重要であるとい

う観点から、緊急事態における放射線の重篤な確定的影響を回避すること、及び、確率的影響の

リスクを低減するための防護措置を確実なものとするとの考えが示されており、道としてもその

ように受け止めております。

○石川さわ子委員 放射線の影響を低減あるいは回避などと、影響が少ないように住民が受け止

めかねない説明だというふうに思いましたが、住民が避難をどのように考えるかの情報提供とし

ては不十分であり、私は、住民の人権が軽んぜられているというふうに感じております。

次に、実効性のある避難訓練についてですが、道の訓練では、住民の方が参加し、札幌などへ

の避難をしておりますが、被曝しながら避難していることは分からないのではないか。また、複

合災害を想定した上で、放射性物質が放出し拡散しているとの想定に基づく防災訓練を行うべき

と考えますが、所見を伺います。

○平野原子力安全対策課長 原子力防災訓練についてでありますが、道では、防災業務関係者の

防災技術の向上とともに、原子力災害時に住民の皆様が混乱なく適切に行動できるよう、災害の

特性や避難手順などの知識の普及に加え、防災意識を高めていただくことなどを目的として、毎

年、原子力防災訓練を実施しております。

訓練では、泊発電所の事故の進展により、ＰＡＺ内は放射性物質が放出する前の段階から住民
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避難等を行い、ＵＰＺ内では、放射性物質が放出され、空間放射線量率が原子力災害対策指針に

定める一時移転の基準を超えたとの想定の下、住民避難等を行っており、地域住民の皆様に参加

いただき、安定ヨウ素剤の緊急配付や、放射性物質の付着検査から簡易除染までの一連の流れを

確認する避難退域時検査などの訓練とともに、原子力防災に関する住民研修会を開催するなど、

防災知識の普及啓発にも取り組んでいるところです。

道といたしましては、今後とも、国や関係自治体、防災関係機関と緊密に連携協力し、住民の

皆様に参加いただきながら、防護措置に係る一連の対応手順を確認するなど、様々な事態を想定

した訓練を実施してまいります。

○石川さわ子委員 放射性物質を拭き取るなどということですが、内部被曝の影響も考えます

と、それでは済まない多大なリスクを避難時には住民に負わせることになると考えます。果たし

て、そこまで住民が理解し納得しているのかについて、私は、ここまで議論をしてきて、そうは

なかなか思えないところであり、住民の立場に立った説明が足りないのではないかと感じるとこ

ろです。

そこで、避難における責任と対応についてですが、避難するときに、住民が被曝することなく

避難できない場合、被曝は自己責任になるのか、生存権を脅かさないようにする責任はどこにあ

るのか、伺います。

○宮下准一委員長 原子力安全対策担当局長平田健男さん。

○平田原子力安全対策担当局長 事故に対する責任についてでありますが、万一、事故が発生し

た場合においては、原子力損害の賠償に関する法律において、事故の過失、無過失にかかわら

ず、原子力事業者が無制限の賠償責任を負うこととされております。

また、原子力規制委員会では、原子力施設の継続的な安全向上を図ることは、福島第一原発事

故の最も大きな教訓の一つであり、そのためには、規制機関と原子力事業者が、リスクは決して

ゼロにはならないとの認識の下、残されたリスクを低減するための不断の努力を続けることが必

要としております。

○石川さわ子委員 法律によれば、自治体はあくまでも防護で、受け身で、責任は事業者だと。

それで住民の生命や財産がしっかり守られるのでしょうか。自治体は、被曝を避けて、住民が生

命を守るために、住民の権利が守られるように頑張らなければならない、そのための取組を検討

しなくてはいけないというふうに考えるところです。

そこで、今後の取組について伺いたいのですが、原子力防災指針を策定し、原子力災害時に

は、避難等の必要性を判断し、指示を行うのは国でありますが、その指示に基づき、実際に避難

を行うのは自治体です。例えば、福島原発事故時には、国や県の指示がない中、町村が独自の判

断で安定ヨウ素剤を配付し、住民の被曝を回避した事例があったと聞いています。

住民が被曝しないようにするため、想定訓練で問題点を明らかにするとともに、被曝しながら

避難するとした国に対し、被曝のリスクを負わせることになる責任が国にあることを原子力防災

対策指針等に明示することを求めるべきと考えますが、どのように取り組むのか、伺います。
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○宮下准一委員長 総務部危機管理監髙山圭一さん。

○髙山総務部危機管理監 原子力防災対策についてでありますが、原子力規制委員会は、福島第

一原発事故の教訓なども踏まえ、国民の生命及び身体の安全を確保することが最も重要との観点

から、緊急事態における原子力施設周辺の住民の方々等に対する放射線の重篤な確定的影響を回

避し、または最小化し、並びに確率的影響のリスクを低減する防護措置を確実なものとするた

め、原子力災害対策指針を定めております。

加えて、国は、道や関係町村の防災計画等を一体化した「泊地域の緊急時対応」を取りまと

め、原子力防災会議において了承しており、万一、事故が起きた場合には、国は、関係法令に基

づき、責任を持って対処するとしております。

道としては、来年度に実施を予定しております国の原子力総合防災訓練を通じまして、関係町

村や実動組織等の緊急時における対応力の向上を目指すとともに、住民の皆様への防災知識の普

及啓発に加え、必要な資機材の整備など、原子力防災対策の充実強化に取り組んでまいります。

なお、指針の中で、事故に対する責任につきましては、原子力事業者が、災害の原因である事

故等の収束に一義的な責任を有すること、及び、原子力災害対策に大きな責任を有していること

が示されているところでございます。

以上でございます。

○石川さわ子委員 道は、国の基準に従っており、その基準に従って避難したときに、住民は被

曝をしてしまいます。特に、内部被曝による体への影響評価が難しい中、より慎重な防護策を取

るべきであり、住民が自身の被曝リスクを選択できるようにすべきです。

答弁でも言及されましたが、確率的影響としての防護措置を決めているのに、福島の子どもに

多発している甲状腺がんなど、個別の疾病では因果関係を国が認めないのは矛盾していると思い

ますし、国の責任回避にほかならないと考えます。

この防護基準にのっとっている限り、仮に泊原発の複合災害時には、被曝から住民を守れない

ということが起こることも想定をされます。こうした問題については、知事に直接伺いたいと思

いますので、お取り計らいをお願いいたします。

以上です。ありがとうございました。

○宮下准一委員長 石川委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了いた

しました。

寺島信寿さん。

○寺島信寿委員 通告に従いまして、伺ってまいります。

初めに、行財政運営についてです。

人口減少や少子・高齢化、物価高騰など、道の行財政運営をめぐる環境が大きく変化する中、

今後も、質の高い道民サービスを効果的に提供していくことが必要であります。そのためには、

将来への投資としての視点が不可欠であると考えます。今回の行財政運営の基本方針案では、職

員の確保や育成を図りながら、ＡＩ・ＤＸの活用や業務集約化をはじめとする職員サポートな
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ど、将来を見据えた取組の推進を掲げるとともに、持続可能な財政構造の確立に向けた取組につ

いてお示しされておりますが、今後、どのように行財政基盤の強化につなげていくのかが重要で

す。そこで、以下、伺ってまいります。

まず、財政運営についてです。

本方針案において、令和17年度までの道財政の収支見通しが示されましたが、今後も多額の収

支不足が見込まれております。

厳しい財政状況の中、賃金上昇が続いている社会経済情勢を踏まえた今後の職員給与の引上げ

への対応はもとより、成長が見込まれる分野への投資により、道内経済の活性化を図り、収支不

足額の縮小に取り組んでいく必要があると考えますけれども、今後どのように財政運営を行うの

かを伺います。

○宮下准一委員長 財政課長神長賢人さん。

○神長財政課長 今後の財政運営についてでございますが、道財政は、今後も多額の収支不足額

が見込まれるなど、依然として厳しい状況にございまして、こうした中におきましても、今後の

給与改定などに適切に対処しつつ、本道が有するポテンシャルを最大限に生かした政策を推進し

ながら、未来への投資を進めていくためには、持続可能な財政構造の確立が重要と認識をしてお

ります。

このため、先般お示しをいたしました次期行財政運営の基本方針案に基づきまして、歳出の削

減・効率化や道税交付税等の確保を通じて収支不足額の縮小を図るとともに、限りある行財政資

源を優先度の高い施策に効果的かつ効率的に配分するなど、本道の持続的発展と財政健全化の両

立に向けて取り組んでまいります。

○寺島信寿委員 御答弁は、収支不足の縮小を目指すことですとか、持続的発展と財政健全化の

両立など、様々おっしゃるとおりであります。ただ、もっと具体的にどうするかという議論の深

化がなかなか進んでいないと私はちょっと感じます。

意見交換でも、先ほど来も、金利上昇分も考慮していくということで、当然、支出は増えてい

きますけれども、これは、インフレ時代に入っているわけで、今後も続くということを考えます

と、収入、支出の両面において、そういうインフレ構造をどう乗り越えるかということが大きな

テーマになります。長期的な財政構造をどう描いて、このインフレ時代にふさわしいビジョンの

策定をもっと深化させていくことが特に重要な部分で、難しい面もあるのですけれども、そのこ

とをちょっと指摘させていただきます。

次に、人材への投資についてです。

私は、人件費は単なるコストとして捉えるのではなくて、行政を支える戦略的投資として位置

づけるべきだと考えます。近年、人材の確保育成や定着が全国的な問題となり、特に地方におい

て働き続けられるか、将来の処遇の見通しが描けるかという点が、行政サービスの質の向上や持

続可能性に直結していると考えております。

職員一人一人を確実に育成し、付加価値を高めていくことが人材の投資であると考えますが、
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道が昨年策定した北海道職員人材マネジメントビジョンにおいて、中長期的な視点による人材育

成に関する基本的な考え方や今後の対応の方向性などを示している中、どう将来像を描いている

のか、道の考え方を伺います。

○宮下准一委員長 人事課長片岡英善さん。

○片岡人事課長 職員の人材育成についてでありますが、若年人口の減少や、ＡＩ・ＤＸ時代へ

の対応など、公務を取り巻く社会経済情勢が変化する中、道では、人材育成に加えまして、人材

確保や職場環境の整備も含めた総合的な観点から人材マネジメントビジョンを策定したところで

ございます。

道では、このビジョンに基づき、今年度、新たにグローバルな視野で活躍できる人材を育成す

るため、海外派遣研修を実施いたしますとともに、チャレンジする職員を応援する庁内ＦＡ制度

や、将来性が見込まれる職員に多様な経験を積ませる次世代リーダー育成プログラムを導入した

ほか、キャリアカウンセリング制度をはじめとした職員のサポート体制の充実に取り組んだとこ

ろであり、今後とも、職員一人一人が持てる力を最大限発揮することができる職場環境づくりを

進めながら、道庁の組織力の向上を図ってまいります。

○寺島信寿委員 リクルートというのは、絶対に勝たなきゃいけないというか、これは競争原理

を勝ち抜くしかないと思います。人材の投資のビジョンは非常に重要ですので、質、量ともに拡

大していただきたいなと思っております。特に、職員の成長への意欲を刺激する取組は、発信す

れば本当にリクルートに大きく影響が出てくると思いますので、ぜひよろしくお願いいたしま

す。

次に、組織運営についてです。

組織運営上の懸念として、職員の年齢構成にゆがみがあるとのことですが、少子・高齢化の進

行や生産年齢人口の減少などによって、道職員の採用も困難な状況にあると考えます。道は、ど

のように認識し、どのような対策を考えているのか、伺います。

また、労働市場の流動性にしなやかな対応をすることも時代の要請の一つと考えますが、併せ

て所見を伺います。

○片岡人事課長 道職員の人材確保に向けた取組についてでありますが、近年、人口減少に伴う

労働力不足や、転職を肯定的に捉えるといった多様な働き方への意識の高まりなどから、道にお

きましても、採用試験の受験者が減少し、離職者も増加傾向にあるなど、将来の道政を担う人材

の確保は喫緊の課題となっております。

このため、道では、移住・定住政策等と連動したＰＲ活動や、ＳＮＳの活用などを通じて、道

職員の魅力ややりがいについて情報発信しているほか、来年度から、社会人経験者も含め、より

多くの方々が受験しやすい採用試験となるよう、オンライン試験の導入など、試験制度を見直す

こととしております。

また、令和３年度から導入したジョブ・リターン制度により、元道職員をこれまで31名採用

し、不足している中堅層職員の確保につなげているところでありまして、今後とも、こうした取
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組を通じて、多様で優秀な人材の確保に取り組んでまいります。

○寺島信寿委員 昨今の労働市場の流動性に対応していくということは、多様性も担保されます

し、今、社会の労働マーケットがそうなっているので、そこは必須かなと思います。そういう方

々が多く来られれば、組織が活性化すると思います。

私は、民間時代、サラリーマンでしたけれども、自分の能力の努力部分は、相当部分、上司へ

のごますりに使うというか、それがうまくいったから出世したみたいな成功体験で、またさらに

そこに磨きがかかるみたいな、やっぱり、そういう時代観、文化観、今はそんなことはないのだ

と思うのですけれども、本当に労働の流動性というか、そういう文化をしっかり築いていくこと

で、もしかしたら、道庁からほかに行って、活躍してまた戻ってくるとか、そういう何か新しい

労働の価値観を率先してつかまえていってもらいたいなという感じがしています。

次に、今後の行財政運営についてです。

これまで行財政運営の基本方針について伺ってまいりました。人口減少、少子・高齢化が進む

中、従来型の行政サービスなどを続けることが将来の負担となる懸念もあります。今後も、社会

経済情勢など道を取り巻く環境は変化していくことが想定され、安定的な行財政運営を確保でき

るよう、日頃から、その在り方を点検し、見直すことも求められると考えます。将来を見据え、

行政の役割やサービスの提供手法を見直し、デジタル技術なども活用しながら、将来世代の負担

とならないよう、持続可能な行財政構造を確立していくことが重要と考えます。

今後、どのように行財政運営に取り組んでいくのか、所見を伺います。

○宮下准一委員長 イノベーション推進局長大西章文さん。

○大西イノベーション推進局長 今後の行財政運営についてでございますが、行政課題が高度

化、複雑化する中、質の高い行政サービスを提供していくためには、道庁の行財政基盤の強化を

図ることが重要と認識をしております。

このため、道では、将来を見据え、必要な投資を進めていくといった視点に立ち、このたびの

行財政運営の基本方針案を取りまとめ、生成ＡＩの活用により、政策立案の強化や道民サービス

の向上につなげていくほか、契約マネジメントセンターの設置による共通業務の集約化などを推

進していくこととしてございます。

本道を取り巻く社会経済情勢は大きく変化をしており、本方針の内容については、不断に見直

しを行いながら、道全体の組織力向上に向け、職員が能力を発揮できる環境づくりや、財政健全

化に向けた取組を着実に進めてまいります。

○寺島信寿委員 単なる歳出抑制型の財政では行き詰まるでしょうし、いかに将来の税収増加、

経済成長につながる投資型財政に向かっていくのかが重要だと考えます。一方で、人口減少下

で、スマートシュリンクという考え方もあると思います。北海道は、広大な面積を持って、地域

条件も多様であります。行財政運営は、単なる帳尻合わせではなく、北海道の未来をどうつくる

かという極めて重要な政治課題であると考えています。北海道が持続的に発展する前向きな財政

運営をお願いいたします。
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次に、地方公会計についてです。

地方公会計については、現在、道で採用している期末一括仕訳方式に替え、東京都のように、

日々仕訳が可能なシステムを導入し、財務諸表の早期かつセグメントごとの作成を効率的に行う

ことで、毎年度の予算編成や道有財産の管理に有効に活用すべきと考えます。

その点について、昨年の第１回定例会一般質問において質問したところ、業務負担の軽減など

の効果と、システム構築や職員研修に関わるコスト等について、他県での活用実態なども参考に

しながら、総合的に検討する必要があるとの答弁でした。そこで、以下、伺ってまいります。

まず、他県における日々仕訳方式の導入状況等についてです。

地方公会計、つまり統一的な基準による財務書類等の作成については、現在、全ての都道府県

で整備されていると承知しておりますが、そのうち、日々仕訳方式を導入している都道府県の状

況と、その導入理由について伺います。

○宮下准一委員長 資金担当課長中村陽一さん。

○中村資金担当課長 日々仕訳方式の導入状況等についてでございますが、総務省が行った調査

によりますと、財務書類の作成に当たり、取引の都度、伝票単位で仕訳を行う日々仕訳の方式を

導入している都道府県は、令和６年度末時点で東京都や大阪府など７都府県ございます。

これらの団体におきましては、財務書類作成業務の負担の平準化を図ることや、支出や収入の

都度、仕訳を行うことによる正確性の確保などの理由から、日々仕訳の方式を導入したものと聞

いております。

○寺島信寿委員 次に、道の仕訳方式の検討状況についてです。

道は、仕訳方式に関して、業務負担の軽減などの効果とシステム構築や職員研修に係るコスト

などについて、他県での活用実態なども参考にしながら、総合的に検討するとのことでしたが、

それらの検討状況について伺います。

○中村資金担当課長 仕訳方式の検討状況についてでございますが、道では、昨年６月以降、全

ての都府県に財務書類の作成と活用状況に関する調査を実施し、仕訳方式などに関する業務の現

状や課題などについて聞き取りを行ったところでございまして、その結果、仕訳方式につきまし

ては、日々仕訳を行う団体において、業務負担の平準化などが図られている一方で、出先機関を

含め、仕訳に関する知識を習得するための職員研修や、仕訳の登録内容を審査する体制が必要と

なるほか、日々仕訳に対応したシステムの導入やその運用経費が、期末一括仕訳の方式と比べて

多額になるといった課題があることを把握しました。

また、財務書類の活用につきましては、多くの団体で、道と同様に、ホームページなどによる

住民への公表や、各種施設計画の策定、未利用財産の処分などに活用している一方、「特に活用

していない」、「活用方法は今後検討」といった回答もあったところです。

道といたしましては、こうした他県における現状や課題なども踏まえまして、引き続き、仕訳

方式の在り方などについて検討していく必要があるものと認識してございます。

○寺島信寿委員 なかなか課題が多いのと、活用も進んでいないこともよく分かりました。



【第１分科会 ３月16日 第４号】

次に、東京都における財務書類の作成や活用はどのように行われていたのかを伺います。

○中村資金担当課長 東京都における財務書類の作成等についてでございますが、道では、この

たびの全国実態調査に合わせまして、日々仕訳方式を導入している東京都の職員と財務書類の作

成方法や活用状況について、都庁において意見交換を行いました。

東京都における財務書類の作成につきましては、まず、庁内各課において、経費の支払いや国

庫補助金の調定などの都度、その会計処理に複式簿記に対応する複数の仕訳区分コード番号を付

与して財務会計システムに入力し、年度終了後には、固定資産管理などの各種システムとのデー

タ連携をはじめ、会計間の調整などを手作業により各部局ごとに行っております。

また、財務書類の活用につきましては、パンフレットなどによる住民向け説明資料の公表や、

公共施設等総合管理計画の策定、個別事業の事業評価に活用していると聞いております。

○寺島信寿委員 公会計制度は東京都から始まっていると思います。様々、意見交換等々をして

いただいて、ありがとうございます。

次に、地方公会計の活用についてです。

人口減少が進み、資材費や労務費などのコストも上昇する中、施設の更新や維持補修、統廃合

の検討において、限られた財源をいかに有効に投資するか、費用対効果などを判断、検討する材

料として、固定資産台帳や財務諸表をより一層有効に活用すべきと考えます。

道は、地方公会計の活用について、どのように対応する考えなのかを伺います。

○宮下准一委員長 財政局長藤原啓裕さん。

○藤原財政局長 地方公会計の活用についてでございますが、道では、これまで、固定資産台帳

の作成を通じて、公共施設等の維持管理や更新等に必要となる中長期的な経費の見込みに活用い

たしますとともに、道有財産の取得価格や期末簿価を資産ごとに公表し、未利用財産などの処分

にも活用してきたところでございます。

今後の財務書類の活用に当たりましては、昨年、国が改定した「統一的な基準による地方公会

計マニュアル」に沿った財務情報の充実に取り組みますとともに、このたびの調査で明らかとな

りました課題を整理し、国が示す活用事例や他県の取組状況等も参考にしながら、財務書類の一

層の活用について引き続き検討してまいります。

○寺島信寿委員 いろいろ調べていただきまして、ありがとうございます。

日々仕訳につきましては、まだ７都府県のみということで、まだまだ効果的な活用事例も出て

きていないのだろうなと思います。東京都は、一歩先んじていると思うのですけれども。

しかしながら、人口減少が他県よりも進み、広域な北海道において、住民生活に悪影響が起き

ないようなスマートシュリンクはとても重要と考えていまして、特に、バランスシートの考え

方、ストックマネジメント等の意思決定にこの公会計制度の効果が出るものと考えています。

民間企業は、財務諸表を基に評価されています。過去３期分、４期分を見れば、その会社がよ

くなっているのか悪くなっているのか、特にバランスシートには差が表れています。それによっ

て、どこに強みがあるのか弱みがあるのかも分かりますし、また、どういうビジョンを基に勝負
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していこうとしているのかも経営者に聞けば分かって、そのチャレンジが次の財務諸表に影響し

ていくさまも明快に分かっていきます。将来への投資、人への投資等々についてのことも一目瞭

然で分かりやすいです。その財務諸表を見て、リクルートとかも、この会社に行こうとか、この

会社に魅力を感じるとか、投資家を含めて、金融機関とか様々な人たちが判断しています。

北海道としても、この公会計制度を上手に利用して、道民への説明責任を果たせるようになる

と私は考えています。それから、やっぱり、公会計制度でビジョンとかも示していけると考えて

いまして、そのことで世界中から人や物が集まるような、そういう公会計制度になればいいなと

いうことも考えています。長期のビジョンの下で、使い道があるのじゃないかなと思っていまし

て、コストもかかるのですけれども、ぜひ、ちょっと検討をお願いしたいところです。

次に、札幌医科大学についてです。

札幌医科大学は、これまで、高度先進医療や地域への医師派遣をはじめ、道内唯一の基幹災害

拠点病院として、救急・災害医療体制の充実はもとより、ＤＭＡＴの派遣など、本道の医療、保

健、福祉の充実発展に貢献してきたものと承知しています。そこで、以下、伺ってまいります。

まず、災害医療への対応についてです。

札医大附属病院は、基幹災害拠点病院として、これまでどのような取組を行ってきたのかを伺

います。

○宮下准一委員長 大学法人担当課長下舘広慎さん。

○下舘大学法人担当課長 基幹災害拠点病院としての取組についてでございますが、札医大は、

道内唯一の基幹災害拠点病院として、災害派遣医療チームであるＤＭＡＴの養成や派遣、また、

防災総合訓練、原子力防災訓練などの各種災害訓練に積極的に参加するなど、大規模災害に対応

するための体制維持に努めてきたところでございます。

また、附属病院の屋上ヘリポートを活用し、広域分散で医療資源が偏在する北海道の広域搬送

に不可欠なヘリコプターでの搬送患者を受け入れるなど、救急医療体制の充実にも取り組んでい

るところでございます。

○寺島信寿委員 次に、体制の充実強化についてです。

災害医療体制を充実させるためには、災害医療に精通した医療従事者の育成が必要と考えます

が、札幌医科大学における養成実績について伺います。

○下舘大学法人担当課長 体制の充実強化に向けた取組についてでございますが、災害は、時と

場所を選ばず発生することから、災害時には、必要な災害医療を提供できる体制を整備するとと

もに、迅速かつ的確に機能するよう、災害医療体制を充実強化することが必要であります。

このため、札医大では、災害時に医療対応を担う医療人を育成することを目的とした北海道Ｄ

ＭＡＴ養成研修を実施しており、これまで、道内の医師、看護師、救急救命士などが受講し、第

３期中期目標期間の令和元年度から令和６年度で94名、令和７年度には35名のＤＭＡＴ隊員を養

成したところでございます。

○寺島信寿委員 次に、ＤＭＡＴの派遣実績についてです。
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札幌医科大学におけるＤＭＡＴの体制と、ここ最近の派遣実績について伺います。

○下舘大学法人担当課長 ＤＭＡＴの派遣実績についてでございますが、札医大のＤＭＡＴにつ

いては、結成当初である平成19年度は12名、２チームでありましたが、現在は55名、７チームに

増員されており、これまで、道内での災害発生時はもちろん、全国的な広域災害にも派遣してき

ており、胆振東部地震では５日間で18人の隊員を、能登半島地震では22日間で14人をそれぞれ派

遣し、被災地等で医療活動に従事したところであります。

また、胆振東部地震におきましては、被災地への派遣に加え、道ＤＭＡＴ調整本部における統

括や、学内に札幌医療圏ＤＭＡＴ活動拠点本部を立ち上げ、ブラックアウトの中で全道域の医療

継続を支えるなどといった取組を行ったところでございます。

○寺島信寿委員 次に、今後の取組についてです。

道内においては、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震や日本海沿岸での地震発生が懸念されて

おりますが、こうした事態に備えるため、札幌医科大学として、今後、災害医療への対応にどの

ように取り組んでいくのかを伺います。

○宮下准一委員長 総務部次長兼行政局長岡本拓司さん。

○岡本総務部次長兼行政局長 今後の取組についてでありますが、札医大は道内唯一の基幹災害

拠点病院として、知見や経験を生かし、自らの救急・災害医療体制の充実はもとより、被災地へ

のＤＭＡＴの派遣や隊員の養成研修の実施、各種災害訓練への参加などを通じ、本道の災害医療

の中心的な役割を担ってきたところです。

今後とも、こうした役割を果たしていくため、災害医療に精通した医療従事者の育成や、必要

な資機材等の備蓄を適切に行うとともに、災害時にＤＭＡＴによる被災地支援を的確に行うた

め、関係機関との連携体制を構築するなど、災害時における医療体制の整備や充実強化に取り組

んでいくことが重要と考えております。

○寺島信寿委員 次に、施設の有効活用についてです。

札幌医科大学が今後も災害医療や地域医療においてその役割を果たしていくためには、札幌医

科大学そのものの施設の整備や改修、有効活用が重要であると考えます。

まず、旧衛生学院跡地の活用状況について伺います。

○下舘大学法人担当課長 旧衛生学院跡地の活用状況についてでございますが、札医大では、附

属病院駐車場の混雑緩和のため、令和４年度から、病院に隣接する旧衛生学院跡地を道より借り

受け、現在、駐車場として活用しているところでございます。これにより、本駐車場供用前に道

路上で発生していた駐車待ちの車列も解消され、附属病院を受診する皆様の利便性が向上したも

のと承知しております。

○寺島信寿委員 次に、看護師宿舎及び学生寮についてです。

両施設は、建物の老朽化などにより現在使用されておりませんが、札幌医科大学における検討

状況について伺います。

○下舘大学法人担当課長 看護師宿舎及び学生寮についてでございますが、看護師宿舎は、平成
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27年に宿舎としての使用を停止し、また、学生寮につきましては、入居者の減少が続いたことか

ら令和６年度に廃寮を決定したところであり、両施設は、建物の老朽化などから現在利用されて

いない状況となっております。

札医大では、両施設の今後の利活用方法を探るため、昨年、サウンディング型市場調査を実施

し、幅広くアイデアを募集したところであり、現在、その結果なども踏まえ、検討が行われてい

るものと承知しております。

○寺島信寿委員 次に、今後の取組についてです。

こうした土地や施設の有効活用について、今後、道としてどのように取り組んでいく考えなの

かを伺います。

○岡本総務部次長兼行政局長 今後の取組についてでありますが、札医大は、道立の医科系総合

大学として、本道の医療提供体制の構築に大きな役割を担っており、札医大がこうした役割を適

切に果たしていくことができるよう、これまでも、大学の教育研究施設などの整備や、既存施設

の改修などを行ってきたところです。

道といたしましては、今後とも、札医大の意向等も踏まえながら、中長期的視点に立った計画

的な施設整備や、質の高い医療サービスの提供などといった中期計画に掲げる取組の着実な実施

に向け、緊密に連携を図りながら、札医大が本道医療における役割を果たしていくことができる

よう努めてまいります。

○寺島信寿委員 次に、経営状況についてです。

札幌医科大学が、医師派遣をはじめとした地域医療への対応や、ＤＭＡＴをはじめとした災害

医療体制の確保について、今後とも積極的に取り組んでいくためには、札幌医科大学の安定した

経営が必要と考えます。

道として、現在の経営状況をどのように認識しているのかを伺います。

○下舘大学法人担当課長 経営状況についてでございますが、札医大の経常収支は、近年の急激

な物価高騰や人件費の増加、新型コロナウイルス感染症関連補助金の減少などにより、令和５年

度は、収入が約385億円、支出が約407億円となり、約22億円の赤字、令和６年度は、それぞれ、

約403億円、約426億円となり、約23億円の赤字となるなど、厳しい状況が続いているものと認識

しております。

○寺島信寿委員 次に、経営改善に向けた取組についてです。

厳しい経営状況を改善するため、札幌医科大学として、赤字削減に向け、どのように取り組ん

でいるのかを伺います。

○下舘大学法人担当課長 経営改善に向けた取組についてでございますが、札医大におきまして

は、厳しい経営状況が続いている中、経営改善に向け、入院患者の方々の在院日数の適正化や、

病棟・病床運用の見直しの実施などによる診療収入の確保はもとより、後発医薬品などの導入促

進や院外処方の徹底による医薬材料費比率の抑制、各種業務委託内容の検証、精査といった経費

の抑制に取り組むなど、計画的な経営健全化に向けた各般の取組を実施しているところでござい
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ます。

こうした経営改善に向けた取組の結果、今年度は、昨年度に比べ、赤字額を縮減できる見込み

であると承知しております。

○寺島信寿委員 次に、今後の対応についてです。

札幌医科大学について、様々な議論をさせていただきました。札幌医科大学の経営状況が厳し

くなっている中、今後とも、災害救急対応や地域医療の確保など、本道の医療をめぐる諸課題に

対し、中心的な役割を担っていくため、道として積極的に支援すべきと考えます。道の所見を伺

います。

○宮下准一委員長 総務部長兼北方領土対策本部長坂本隆哉さん。

○坂本総務部長兼北方領土対策本部長 今後の対応についてでございますが、札医大は、地域に

貢献する多くの医療人を育成するとともに、高度先進医療や救急・災害医療の提供のほか、地域

への医師派遣に積極的に取り組むなど、本道の医療提供体制の確保に大きな役割を果たしている

ものと認識しております。

道といたしましては、医薬材料費の高騰などによる経常収支の悪化や、地域医療体制の確保な

どといった課題がある状況を踏まえ、札医大における中期計画に掲げる取組の着実な実施はもと

より、社会経済情勢の変化や道民の皆様のニーズを踏まえた様々な課題に対しても緊密に連携

し、札医大が本道の医療、福祉、保健の充実発展に一層貢献していくことができるよう、引き続

き必要な支援を行ってまいります。

○寺島信寿委員 札幌医科大学について伺ってまいりました。

災害はいつ発生するか分かりません。札幌医科大学における災害医療体制の充実強化を進めて

いくことは、大変重要な問題であると考えております。この問題について、知事の考えを直接お

聞きしたいので、委員長におかれましては取り計らいのほどをよろしくお願いいたします。

以上で質問を終わります。

○宮下准一委員長 寺島委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了いた

しました。

赤根広介さん。

○赤根広介委員 それでは、庁舎管理についてお伺いします。

道では、現在、本庁舎に試行的にセキュリティーゲートを設置しておりますが、例えば、本庁

舎と議会庁舎の往来も地下を通行すれば自由というような状況になっております。

そこで、新年度からはどのような考えで本格運用していくのか、まず伺います。

○宮下准一委員長 計画担当課長福山琢也さん。

○福山計画担当課長 本庁舎におけるセキュリティーの確保についてでございますが、道では、

近年、行政対象暴力事件の多様化などを踏まえ、昨年７月より、本庁舎１階にセキュリティーゲ

ートを設置し、試行運用を開始したところでございます。

ゲート設置による効果や影響などについては、本庁舎に勤務する職員にアンケート調査を行
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い、防犯効果を感じる、来年度以降も設置が必要など、安全、安心の確保の観点から肯定的な意

見が多数を占めたところでございます。

こうした調査結果などを踏まえ、来年度においては、地下通路も含めたセキュリティーの向上

を図り、職員をはじめ、来庁される方々が安心して利用いただける庁舎となるよう取り組んでま

いります。

○赤根広介委員 先ほども議論がありましたが、職員の皆様が安全、安心に働き、そして、来庁

者の安全を確保できる環境整備は、本庁舎のみならず、振興局やその他の出先機関、道警本部な

ども同様と考えますが、その対応について伺います。

○福山計画担当課長 振興局などにおけるセキュリティーの確保についてでございますが、近年

の行政を取り巻く環境の変化や事件の多様化等を踏まえますと、庁舎のセキュリティー確保に向

けた対策の重要性は高まっていると認識しております。

こうした中、昨年度、根室振興局におきまして、不審者が侵入する事件があったことから、全

庁に行政対象暴力対応マニュアルを周知し、警察官の出動要請など迅速な対応について指示した

ほか、各振興局におきまして、地元警察署と協力した警備防犯訓練を実施するなど、改めて防犯

対策の確認を行ったところでございます。

道といたしましては、職員をはじめ、振興局などに来庁される方々が安全かつ安心して利用で

きることが重要と考えており、引き続き、庁舎の実情を踏まえながら効果的な取組を進めてまい

ります。

○赤根広介委員 本庁舎は、今年度より、フロアレイアウトを統一し、明るい雰囲気の中で業務

に集中できる環境づくりを進める、いわゆるオープンフロア化の取組を進めていると承知をして

おります。

今後、こうした取組を振興局にも拡大するという方針を示しているわけでありますが、これま

で、我が会派で求めてきた冷房機器の設置を含め、どう取り組むのか、具体の対応を伺います。

○福山計画担当課長 振興局における執務環境の改善についてでございますが、近年の記録的猛

暑や働き方改革の進展など、職員を取り巻く環境が大きく変化する中、健康保持はもとより、モ

チベーションを高め、生産性の向上につなげていくためには、快適な執務環境の確保が重要で

す。

これまで、本庁におきましては、フロアレイアウトの統一やオープンフロア化、ミーティング

スペースの設置を進めるとともに、振興局におきましては、モデル的な冷房機器の設置を行うな

ど、執務環境の改善に取り組んでいるところでございます。

振興局は、多くの若手職員が働く地域づくりの拠点であり、その執務環境の改善は重要である

ことから、来年度から、職員自らの創意工夫により、庁舎の状況に応じて執務室やエントランス

を整備するほか、夏季の気温が高くなる地域に所在する振興局を対象として冷房機器を追加設置

するなど、引き続き、職員一人一人が能力を発揮し、快適に働くことができる環境づくりに向け

て取り組んでまいります。
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○赤根広介委員 昨年、十勝総合振興局を訪れた際も、相当暑く、あるいは、網走のオホーツク

総合振興局も、暑さについて、地元の佐藤(伸)道議も相当訴えておりますので、しっかり進めて

いただきたいと思います。

そこで、この本庁舎における執務環境改善事業の総事業費、これはきっとこれからまだ複数年

かかると思いますが、その想定される総事業費及び本庁舎の毎年度のいわゆる修繕費がどうなっ

ているのか、併せて伺います。

○福山計画担当課長 本庁舎の執務環境改善事業などに関する予算についてでございますが、令

和７年度においては、４階、５階をモデルとして事業を実施し、当初予算に約１億8500万円を計

上したところでございます。各フロアの状況に勘案した今後の事業の進め方などにより、今後の

事業費は変動が見込まれるものでありますが、令和８年度当初予算では約２億8000万円を計上し

たところでございます。

なお、本庁舎における修繕費は、各年度の修繕内容に応じ大きく異なるものでありますが、令

和４年度は約１億円、令和５年度は、昇降機の大規模改修などにより約２億4000万円、令和６年

度では、食堂や照明設備の大規模改修などにより約９億3000万円となっております。

○赤根広介委員 この本庁舎の修繕費は、当然、その年度年度で取り組むべきものがあるからま

ちまちになると思いますが、一方、この執務環境改善事業は、大体、今の答弁を聞くと、トータ

ルで10億円にはなるのかなというふうに受け止めるわけであります。それから、10年前に完成し

た免震工事は約70億円だったというふうにも記憶しているわけであります。

本議会は、新年度予算を議論する大事な第１回定例道議会で、集中的に予算を審議する予算特

別委員会では、各部にわたり新規事業あるいは重点事業について時間の限り議論をしてきたわけ

でありますが、最後に、ちょっと違った、先を見た質問をしたいと思います。

本庁舎は今年で築58年、また、札幌市は、専門家による検討会で、改修よりも建て替えが望ま

しいと結論づけて、市が本年度中に方向性を出す予定だった築55年となる市役所本庁舎の建て替

えについて、判断を当面、先送りする方針を固められたということであります。

１月の道外調査で、たまたま長崎県庁の庁舎にお伺いしましたら、そのデザイン、機能面、さ

らには環境性能、こうしたものが非常に優れており、そのすばらしさを大久保総務課長とともに

しっかりと視察させていただいたところであります。

本庁舎をまさか100年使用することはないと考えますが、道においても、本庁舎の建て替えに

ついて議論を開始すべきと考えますが、見解を伺います。

また、道単独での建設が困難であれば、困った者同士、札幌市との合同庁舎とすることも選択

肢の一つとして検討に値すると考えるわけでありますが、最後にお伺いするとともに、答弁によ

らず、知事に直接お伺いすることをあらかじめお取り計らい申し上げまして、質問を終わりま

す。

ありがとうございました。

○宮下准一委員長 財産担当局長林下千栄さん。
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○林下財産担当局長 本庁舎の整備についてでございますが、道では、これまで、厳しい財政状

況においても、庁舎等の適切な維持管理が図られるよう、ファシリティマネジメント推進方針に

基づき、予防保全型の修繕による長寿命化の推進など、既存ストックの有効活用に取り組んでき

たところであります。

こうした中、本庁舎につきましては、平成24年から28年にかけて、免震工法による耐震改修工

事のほか、長寿命化や省エネ化工事を実施したことから、耐用年数を超える使用が可能となって

いる状況であります。

一方、札幌市役所本庁舎については、専門家による検討会において、建て替えが望ましいとさ

れましたが、札幌市においては、財政状況なども勘案しながら、引き続き検討を進めているもの

と承知しております。

道では、令和７年３月時点で１万7267棟の施設を保有しておりまして、20年後にはその62％が

築50年を超える見込みとなっておりますことから、本庁舎を含め、道内各地に点在する施設を取

り巻く状況などを適切に把握しながら、長寿命化改修を実施するなど、効果的なファシリティー

マネジメントに取り組んでまいります。

○宮下准一委員長 赤根委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了いた

しました。

以上で通告の質疑並びに質問は終わりました。

総括質疑に保留された事項については本委員会において質疑を行うこととし、これをもって、

総務部所管に関わる質疑並びに質問は終結と認めます。

以上をもちまして、本分科会に付託されました議案に対する質疑並びに質問は全て終了いたし

ました。

お諮りいたします。

付託議案の審査経過に関する委員長報告文につきましては、委員長に御一任願いたいと思いま

すが、これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○宮下准一委員長 御異議なしと認め、そのように決定いたします。

１．委員長の閉会の挨拶

１．閉 会

○宮下准一委員長 本分科会を閉じるに当たり、一言御挨拶申し上げます。

本分科会は、３月９日に設置以来、付託議案をはじめ、道政各般にわたり審議を尽くされ、本

日ここに一切の審査を終了することができましたことは、木葉副委員長をはじめ、委員各位の御

協力によるものであり、厚くお礼を申し上げます。

以上、簡単ではありますが、御挨拶といたします。

これをもって第１分科会を閉会いたします。（拍手）

午後５時20分閉会
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